
条例番号 条     例     名 所  管  名 公 布 年 月 日

条例第１号 
さいたま市個人情報保護条例の一部を改正す

る条例 
行政透明推進課 令和４月３月２８日

条例第２号 
さいたま市個人番号の利用に関する条例の一

部を改正する条例 
デジタル改革推進部 令和４月３月２８日

条例第３号 
さいたま市職員定数条例の一部を改正する条

例 
人 事 課 令和４月３月２８日

条例第４号 
さいたま市職員の育児休業等に関する条例の

一部を改正する条例 
人 事 課 令和４月３月２８日

条例第５号 

さいたま市職員の給与に関する条例及びさい

たま市消防長及び消防署長の資格を定める条

例の一部を改正する条例 

総 務 課 令和４月３月２８日

条例第６号 さいたま市恩給条例を廃止する条例 職 員 課 令和４月３月２８日

条例第７号 
さいたま市建築等関係事務手数料条例の一部

を改正する条例 
都 市 計 画 課 令和４月３月２８日

条例第８号 
さいたま市民生委員定数条例の一部を改正す

る条例 
福 祉 総 務 課 令和４月３月２８日

条例第９号 

さいたま市大砂土障害者デイサービスセンタ

ー条例及びさいたま市放課後児童クラブ条例

の一部を改正する条例 

障 害 政 策 課 令和４月３月２８日

条例第１０号 
さいたま市心身障害者医療費支給条例等の一

部を改正する条例 
年 金 医 療 課 令和４月３月２８日

条例第１１号 
さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基

準に関する条例の一部を改正する条例 

子ども家庭総合セン

タ ー 総 務 課
令和４月３月２８日

条例第１２号 
さいたま市子ども家庭総合センター条例の一

部を改正する条例 

子ども家庭総合セン

タ ー 総 務 課
令和４月３月２８日

条例第１３号 
さいたま市国民健康保険税条例の一部を改正

する条例 
国民健康保険課 令和４月３月２８日

条例第１４号 
さいたま市生活環境の保全に関する条例の一

部を改正する条例 
環 境 対 策 課 令和４月３月２８日

条例第１５号 
さいたま市水道事業の設置等に関する条例の

一部を改正する条例 
水 道 計 画 課 令和４月３月２８日

条例第１６号 さいたま市消防団条例の一部を改正する条例 消防団活躍推進室 令和４月３月２８日

条例第１７号 

さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の

人員、設備及び運営の基準等に関する条例等の

一部を改正する条例及びさいたま市指定通所

支援の事業等の人員、設備及び運営の基準等に

関する条例等の一部を改正する条例の一部を

改正する条例

障 害 支 援 課 令和４月３月２８日



条例番号 条     例     名 所  管  名 公 布 年 月 日

条例第１８号 さいたま市市税条例等の一部を改正する条例 税 制 課 令和４年３月３１日

条例第１９号 
さいたま市国民健康保険税条例等の一部を改

正する条例
国民健康保険課 令和４年３月３１日



さいたま市条例第１号 

さいたま市個人情報保護条例の一部を改正する条例の制定について

さいたま市個人情報保護条例（平成１３年さいたま市条例第１８号）の一部を次の

ように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （定義）  （定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 個人情報 個人に関する情報（事業を営む個

人の当該事業に関する情報を除く。）であって、

  次に掲げるいずれかに該当するものをいう。 

 個人情報 個人に関する情報（事業を営む個

人の当該事業に関する情報を除く。）であって、

  次に掲げるいずれかに該当するものをいう。 

  ア 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他

の記述等（文書、図画若しくは電磁的記録（

電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によ

っては認識することができない方式で作られ

る記録をいう。以下同じ。）に記載され、若

しくは記録され、又は音声、動作その他の方

法を用いて表された一切の事項（個人識別符

号（個人情報の保護に関する法律（平成１５

年法律第５７号）第２条第２項に規定する個

人識別符号をいう。以下同じ。）を除く。）

）により特定の個人を識別することができる

もの（他の情報と照合することができ、それ

により特定の個人を識別することができるこ

ととなるものを含む。） 

  ア 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他

の記述等（文書、図画若しくは電磁的記録（

電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によ

っては認識することができない方式で作られ

る記録をいう。以下同じ。）に記載され、若

しくは記録され、又は音声、動作その他の方

法を用いて表された一切の事項（個人識別符

号（行政機関の保有する個人情報の保護に関

する法律（平成１５年法律第５８号）第２条

第３項に規定する個人識別符号をいう。以下

同じ。）を除く。））により特定の個人を識

別することができるもの（他の情報と照合す

ることができ、それにより特定の個人を識別

することができることとなるものを含む。）

  イ ［略］   イ ［略］ 

 要配慮個人情報 個人情報の保護に関する法

律第２条第３項に規定する要配慮個人情報をい

う。 

 要配慮個人情報 行政機関の保有する個人情

報の保護に関する法律第２条第４項に規定する

要配慮個人情報をいう。 

  ～  ［略］   ～  ［略］ 

附 則

この条例は、令和４年４月１日から施行する。



さいたま市条例第２号 

さいたま市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例の制定について

さいたま市個人番号の利用に関する条例（平成２７年さいたま市条例第６０号）の

一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係）

機関 事務 特定個人情報 

１ 市長  ［略］ 中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並び

に永住帰国した中国

残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援

に関する法律（平成

６年法律第３０号）

による中国残留邦人

等支援給付若しくは

配偶者支援金の支給

に関する情報（以下

「中国残留邦人等支

援給付等関係情報」

という。）、生活保

護法による保護の実

施若しくは就労自立

給付金若しくは進学

準備給付金の支給若

しくは生活保護準用

事務に関する情報（

以下「生活保護関係

情報」という。）、

介護保険法（平成９ 

  年法律第１２３号）

による保険給付の支

給、地域支援事業の

実施若しくは保険料

の徴収に関する情報

（以下「介護保険給

付等関係情報」とい

機関 事務 特定個人情報 

１ 市長  ［略］ 中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並び

に永住帰国した中国

残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援

に関する法律（平成

６年法律第３０号）

による中国残留邦人

等支援給付若しくは

配偶者支援金の支給

に関する情報（以下

「中国残留邦人等支

援給付等関係情報」

という。）、生活保

護法による保護の実

施若しくは就労自立

給付金若しくは進学

準備給付金の支給若

しくは生活保護準用

事務に関する情報（

以下「生活保護関係

情報」という。）、

介護保険法（平成９ 

  年法律第１２３号）

による保険給付の支

給、地域支援事業の

実施若しくは保険料

の徴収に関する情報

（以下「介護保険給

付等関係情報」とい



う。）、国民健康保

険法（昭和３３年法

律第１９２号）若し

くは高齢者の医療の

確保に関する法律（

昭和５７年法律第８

０号）による医療費

に関する給付の支給

若しくは保険料の徴

収に関する情報（以

下「医療保険給付関 

係情報」という。）、

さいたま市国民健康

保険税条例（平成１

４年さいたま市条例

第２８号）による国

民健康保険税の賦課

徴収に関する情報（

以下「国民健康保険

税賦課徴収情報」と

いう。）、身体障害

者福祉法（昭和２４

年法律第２８３号）

による身体障害者手

帳、精神保健及び精

神障害者福祉に関す

る法律（昭和２５年

法律第１２３号）に

よる精神障害者保健

福祉手帳若しくは市

の療育手帳制度に基

づく療育手帳に関す

る情報（以下「障害 

者関係情報」という。

）、児童福祉法（昭

和２２年法律第１６

４号）による養育里

親の登録に関する情

報、子ども・子育て

支援法（平成２４年

法律第６５号）によ

る地域子ども・子育

て支援事業の実施に 

  関する情報（以下「

地域子ども・子育て

支援事業情報」とい

う。）又は児童福祉

法による保育所にお

ける費用の徴収に関

する情報（以下「保

う。）、国民健康保

険法（昭和３３年法

律第１９２号）若し

くは高齢者の医療の

確保に関する法律（

昭和５７年法律第８

０号）による医療費

に関する給付の支給

若しくは保険料の徴

収に関する情報（以

下「医療保険給付関 

係情報」という。）、

さいたま市国民健康

保険税条例（平成１

４年さいたま市条例

第２８号）による国

民健康保険税の賦課

徴収に関する情報（

以下「国民健康保険

税賦課徴収情報」と

いう。）、身体障害

者福祉法（昭和２４

年法律第２８３号）

による身体障害者手

帳若しくは精神保健

及び精神障害者福祉

に関する法律（昭和

２５年法律第１２３

号）による精神障害

者保健福祉手帳に関

する情報（以下「障

害者関係情報」とい

う。）、児童福祉法

（昭和２２年法律第

１６４号）による養

育里親の登録に関す

る情報、子ども・子

育て支援法（平成２

４年法律第６５号）

による地域子ども・

子育て支援事業の実

施に関する情報（以

下「地域子ども・子 

  育て支援事業情報」

という。）又は児童

福祉法による保育所

における費用の徴収

に関する情報（以下

「保育所費用徴収情

報」という。）であ



育所費用徴収情報」

という。）であって

規則で定めるもの 

２～５ ［略］

６ 市長  ［略］ 生活保護関係情報、

障害者関係情報、措

置入所等関係情報、

自立支援給付関係情

報又は児童福祉法に

よる障害児通所支援

若しくは障害児入所

支援に関する情報で

あって規則で定める

もの

７～２１ ［略］

２２ 市長  ［略］ 中国残留邦人等支援

給付等関係情報、生

活保護関係情報又は

障害者関係情報であ

って規則で定めるも

の

２３ 市長  ［略］ 中国残留邦人等支援

給付等関係情報、生

活保護関係情報又は

障害者関係情報であ

って規則で定めるも

の

２４～３２ ［略］

３３ 市長 子ども・

子育て支

援法によ

る子ども

のための

教育・保

育給付若

しくは子

育てのた

めの施設

等利用給

付の支給

又は地域

子ども・

子育て支

援事業の 

 ［略］

 実施に関

する事務

であって

規則で定

めるもの 

３４・３５ ［略］

３６ 市長 児童扶養 障害者関係情報で

って規則で定めるも

の 

２～５ ［略］

６ 市長  ［略］ 生活保護関係情報、

措置入所等関係情報、

自立支援給付関係情

報又は児童福祉法に

よる障害児通所支援

若しくは障害児入所

支援に関する情報で

あって規則で定める

もの

７～２１ ［略］

２２ 市長  ［略］ 中国残留邦人等支援

給付等関係情報又は

生活保護関係情報で

あって規則で定める

もの

２３ 市長  ［略］ 中国残留邦人等支援

給付等関係情報又は

生活保護関係情報で

あって規則で定める

もの

２４～３２ ［略］

３３ 市長 子ども・

子育て支

援法によ

る子ども

のための

教育・保

育給付の

支給又は

地域子ど

も・子育

て支援事

業の実施

に関する

事務であ

って規則

で定める 

 ［略］

 もの 

３４・３５ ［略］



 手当法に

よる児童

扶養手当

の支給に

関する事

務であっ

て規則で

定めるも

の 

あって規則で定める

もの

３７ 市長 特定優良

賃貸住宅

の供給の

促進に関

する法律

（平成５

年法律第

５２号）

による賃

貸住宅の

管理に関

する事務

であって

規則で定

めるもの 

障害者関係情報であ

って規則で定めるも

の

附 則

この条例は、令和４年４月１日から施行する。



さいたま市条例第３号 

さいたま市職員定数条例の一部を改正する条例の制定について

さいたま市職員定数条例（平成１３年さいたま市条例第２３号）の一部を次のよう

に改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（職員の定数） （職員の定数） 

第２条 前条の職員の定数は、次に掲げるとおりと

する。 

第２条 前条の職員の定数は、次に掲げるとおりと

する。 

 市長の事務部局の職員   市長の事務部局の職員 

ア 一般職員（イに掲げる職員を除く。） ５ 

，９８０人 

ア 一般職員（イに掲げる職員を除く。） ５ 

，６８２人 

イ 市立病院の職員 １,２２１人 イ 市立病院の職員 １，０４８人 

 議会の事務部局の職員 ３５人  議会の事務部局の職員 ３４人 

 選挙管理委員会の事務部局の職員 １４人  選挙管理委員会の事務部局の職員 １３人 

 ～  ［略］  ～  ［略］ 

 教育委員会の事務部局及び教育委員会の所管

に属する学校その他の教育機関の職員 ９７７

人 

 教育委員会の事務部局及び教育委員会の所管

に属する学校その他の教育機関の職員 １，０

３３人 

 消防職員 １，３９３人  消防職員 １，３５７人 

 水道事業管理者の事務部局の職員 ３８４人  水道事業管理者の事務部局の職員 ３７６人

２ 次に掲げる職員は、前項の定数外とする。 ２ 任命権者は、前項各号に掲げる職員のうちで休

職を命ぜられた職員、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２５２条の１７第１項（第２９２

条において準用する場合を含む。）の規定に基づ

き、他の地方公共団体に派遣し、若しくは他の地

方公共団体から派遣されている職員、地方公務員

の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１

０号）第２条第１項の規定により育児休業をして

いる職員、公益的法人等へのさいたま市職員の派

遣等に関する条例（平成１３年さいたま市条例第

３０３号）第２条の規定に基づき、団体に派遣さ

れている職員、さいたま市職員の配偶者同行休業

に関する条例（平成２７年さいたま市条例第４号

）第２条の規定により配偶者同行休業をしている

職員又はさいたま市職員の自己啓発等休業に関す

る条例（令和３年さいたま市条例第３３号）第２



条の規定により自己啓発等休業をしている職員が

ある場合においては、当該職員を定数外の職員と

することができる。 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２

５２条の１７第１項（第２９２条において準用

する場合を含む。）の規定により他の地方公共

団体に派遣されている職員 

 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）

第２８条第２項の規定により休職を命じられた

職員 

 地方公務員法第５５条の２第１項ただし書又

は地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭

和２７年法律第２８９号）第６条第１項ただし

書の許可を受けた職員 

 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成

３年法律第１１０号）第２条第１項の規定によ

り育児休業をしている職員 

 公益的法人等へのさいたま市職員の派遣等に

関する条例（平成１３年さいたま市条例第３０

３号）第２条第１項の規定により団体に派遣さ

れている職員 

 外国の地方公共団体の機関等に派遣されるさ

いたま市職員の処遇等に関する条例（平成１３

年さいたま市条例第３０４号）第２条第１項の

規定により外国の地方公共団体の機関等に派遣

されている職員 

 さいたま市職員の配偶者同行休業に関する条

例（平成２７年さいたま市条例第４号）第２条

の規定により配偶者同行休業をしている職員 

 さいたま市職員の自己啓発等休業に関する条

例（令和３年さいたま市条例第３３号）第２条

の規定により自己啓発等休業をしている職員 

３ 前項各号に掲げる職員が復職し、又は職務に復

帰した場合は、当該職員は、復職し、又は職務に

復帰した日の属する年度の末日まで、定数外の職

員とする。 

附 則

この条例は、令和４年４月１日から施行する。



さいたま市条例第４号 

   さいたま市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

   て 

さいたま市職員の育児休業等に関する条例（平成１３年さいたま市条例第３０号）

の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （育児休業をすることができない職員）  （育児休業をすることができない職員）

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職

員は、次に掲げる職員とする。

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職

員は、次に掲げる職員とする。

  ・  ［略］   ・  ［略］

 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非

常勤職員

 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非

常勤職員

  ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 ア 次のいずれにも該当する非常勤職員

（ア） 任命権者を同じくする職（以下「特定職

」という。）に引き続き在職した期間が１

年以上である非常勤職員

（ア） その養育する子（育児休業法第２条第１

項に規定する子をいう。以下同じ。）が１

歳６か月に達する日（以下「１歳６か月到

達日」という。）（第２条の４の規定に該

当する場合にあっては、２歳に達する日）

までに、その任期（任期が更新される場合

にあっては、更新後のもの）が満了するこ

と及び任命権者を同じくする職（以下「特

定職」という。）に引き続き採用されない

ことが明らかでない非常勤職員

（イ） その養育する子（育児休業法第２条第１

項に規定する子をいう。以下同じ。）が１

歳６か月に達する日（以下「１歳６か月到

達日」という。）（第２条の４の規定に該

当する場合にあっては、２歳に達する日）

までに、その任期（任期が更新される場合

にあっては、更新後のもの）が満了するこ

と及び特定職に引き続き採用されないこと

が明らかでない非常勤職員

（イ） ［略］ （ウ） ［略］

イ・ウ ［略］ イ・ウ ［略］

 （部分休業をすることができない職員）  （部分休業をすることができない職員） 

第１８条 育児休業法第１９条第１項の条例で定め

る職員は、次に掲げる職員とする。 

第１８条 育児休業法第１９条第１項の条例で定め

る職員は、次に掲げる職員とする。 

 ［略］     ［略］ 

 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考

慮して規則で定める非常勤職員以外の非常勤職

 次のいずれにも該当する非常勤職員以外の非

常勤職員（地方公務員法第２８条の５第１項に



員（地方公務員法第２８条の５第１項に規定す

る短時間勤務の職を占める職員（以下「再任用

短時間勤務職員等」という。）を除く。） 

規定する短時間勤務の職を占める職員（以下「

再任用短時間勤務職員等」という。）を除く。

） 

   ア 特定職に引き続き在職した期間が１年以上

である非常勤職員 

  イ 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を

考慮して規則で定める非常勤職員

附 則

この条例は、令和４年４月１日から施行する。



さいたま市条例第５号 

さいたま市職員の給与に関する条例及びさいたま市消防長及び消防署長の資格

を定める条例の一部を改正する条例の制定について

 （さいたま市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 さいたま市職員の給与に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４２号）

の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

別表第４（第３条関係） 別表第４（第３条関係）

 ア 行政職給料表に係る等級別基準職務表  ア 行政職給料表に係る等級別基準職務表

職務の級 基準となる職務 

 ［略］ 

７級   部長（６級の部長を除く。）

又は出納室長の職務 

・  ［略］ 

８級   局長、公室長、本部長、区長

又は事務局長の職務 

～  ［略］ 

職務の級 基準となる職務 

 ［略］ 

７級   部長（６級の部長を除く。）、

公室長又は出納室長の職務 

・  ［略］ 

８級   局長、本部長、区長又は事務

局長の職務 

～  ［略］ 

 イ～オ ［略］  イ～オ ［略］

 （さいたま市消防長及び消防署長の資格を定める条例の一部改正）

第２条 さいたま市消防長及び消防署長の資格を定める条例（平成２６年さいたま市

条例第３７号）の一部を次のように改正する。

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。



改正後 改正前

（消防長の資格） （消防長の資格） 

第１条 消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）

第１５条第２項に規定する条例で定める消防長の

資格は、次のとおりとする。 

第１条 消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）

第１５条第２項に規定する条例で定める消防長の

資格は、次のとおりとする。 

 ［略］  ［略］

 市の行政事務に従事した者で、さいたま市事

務分掌条例（平成１４年さいたま市条例第７４

号）第１条に規定する局等の長の職その他市に

おけるこれと同等以上と認められる職に２年以

上あったものであること。

 市の行政事務に従事した者で、さいたま市事

務分掌条例（平成１４年さいたま市条例第７４

号）第１条に規定する局等（市長公室を除く。

）の長の職その他市におけるこれと同等以上と

認められる職に２年以上あったものであること。

   附 則

この条例は、令和４年４月１日から施行する。



さいたま市条例第６号 

   さいたま市恩給条例を廃止する条例の制定について

 さいたま市恩給条例（平成１３年さいたま市条例第４７号）は、廃止する。

   附 則

 この条例は、公布の日から施行する。



さいたま市条例第７号 

   さいたま市建築等関係事務手数料条例の一部を改正する条例の制定について

 さいたま市建築等関係事務手数料条例（平成１３年さいたま市条例第７３号）の一

部を次のように改正する。

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

事務の種類 手数料の額 

１～５１の１０ ［略］ 

５２ 租税特別措置法（昭和

３２年法律第２６号）第２

８条の４第３項第５号イ、

第３１条の２第２項第１４

号ハ、第６２条の３第４項

第１４号ハ又は第６３条第

３項第５号イの規定による

優良宅地造成認定の申請に

対する審査 

～  ［略］  ［略］ 

５３ 租税特別措置法第２８

条の４第３項第７号イ又は

第６３条第３項第７号イの

規定による優良宅地造成認

定の申請に対する審査（都

市計画法第２９条の規定に

よる許可を受けた宅地の造

成に係るものを除く。） 

 ［略］ 

５４ 租税特別措置法第２８

条の４第３項第６号若しく

は第７号ロ、第３１条の２

第２項第１５号ニ、第６２

条の３第４項第１５号ニ又

は第６３条第３項第６号若

しくは第７号ロの規定によ

る優良住宅新築認定の申請

事務の種類 手数料の額 

１～５１の１０ ［略］ 

５２ 租税特別措置法（昭和

３２年法律第２６号）第２

８条の４第３項第５号イ、

第３１条の２第２項第１４

号ハ、第６２条の３第４項

第１４号ハ、第６３条第３

項第５号イ又は第６８条の

６９第３項第５号イの規定

による優良宅地造成認定の

申請に対する審査 

～  ［略］  ［略］ 

５３ 租税特別措置法第２８

条の４第３項第７号イ、第

６３条第３項第７号イ又は

第６８条の６９第３項第７

号イの規定による優良宅地

造成認定の申請に対する審

査（都市計画法第２９条の

規定による許可を受けた宅

地の造成に係るものを除く。

 ） 

 ［略］ 

５４ 租税特別措置法第２８

条の４第３項第６号若しく

は第７号ロ、第３１条の２

第２項第１５号ニ、第６２

条の３第４項第１５号ニ、

第６３条第３項第６号若し

くは第７号ロ又は第６８条

の６９第３項第６号若しく



 に対する審査 

～  ［略］  ［略］ 

５５ 租税特別措置法施行令

（昭和３２年政令第４３号

）第１９条第１１項又は第

３８条の５第９項の規定に

よる特定住宅用地譲渡認定

の申請に対する審査 

 ［略］ 

５６ 租税特別措置法施行令

第１９条第１２項第４号又

は第３８条の５第１０項第

４号の規定による譲渡予定

価額の申出に対する審査 

 ［略］ 

５７～８０ ［略］ 

 は第７号ロの規定による優

良住宅新築認定の申請に対

する審査 

～  ［略］  ［略］ 

５５ 租税特別措置法施行令

（昭和３２年政令第４３号

）第１９条第１１項、第３

８条の５第９項又は第３９

条の９８第９項の規定によ

る特定住宅用地譲渡認定の

申請に対する審査 

 ［略］ 

５６ 租税特別措置法施行令

第１９条第１２項第４号、

第３８条の５第１０項第４

号又は第３９条の９８第１

０項第２号の規定による譲

渡予定価額の申出に対する

審査 

 ［略］ 

５７～８０ ［略］ 

 備考 ［略］  備考 ［略］ 

   附 則

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。



さいたま市条例第８号 

さいたま市民生委員定数条例の一部を改正する条例の制定について

さいたま市民生委員定数条例（平成２６年さいたま市条例第２１号）の一部を次の

ように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

民生委員法（昭和２３年法律第１９８号）第４条

の規定に基づき、同法に定める民生委員の定数を１

，４６９人とする。

民生委員法（昭和２３年法律第１９８号）第４条

の規定に基づき、同法に定める民生委員の定数を１

，４５８人とする。

附 則

この条例は、令和４年１２月１日から施行する。



さいたま市条例第９号 

   さいたま市大砂土障害者デイサービスセンター条例及びさいたま市放課後児童

クラブ条例の一部を改正する条例の制定について

 （さいたま市大砂土障害者デイサービスセンター条例の一部改正） 

第１条 さいたま市大砂土障害者デイサービスセンター条例（平成１４年さいたま市

条例第９３号）の一部を次のように改正する。

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （設置） 

第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。

 以下「法」という。）第５条第１項に規定する障

害福祉サービス及び相談支援（法第５条第１８項

に規定する相談支援をいう。以下同じ。）並びに

障害児相談支援（児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第６条の２の２第７項に規定する障害

児相談支援をいう。以下同じ。）を行う施設とし

て、さいたま市大砂土障害者デイサービスセンタ

ー（以下「センター」という。）をさいたま市北

区盆栽町４５３番地に設置する。 

 （設置）

第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。

 以下「法」という。）第５条第１項に規定する障

害福祉サービス及び相談支援（法第５条第１８項

に規定する相談支援をいう。以下同じ。）並びに

障害児相談支援（児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第６条の２の２第７項に規定する障害

児相談支援をいう。以下同じ。）を行う施設とし

て、さいたま市大砂土障害者デイサービスセンタ

ー（以下「センター」という。）をさいたま市北

区本郷町１７番地７に設置する。

 （さいたま市放課後児童クラブ条例の一部改正） 

第２条 さいたま市放課後児童クラブ条例（平成１３年さいたま市条例第１７８号）

の一部を次のように改正する。

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。



改正後 改正前

別表（第２条関係）

名  称 位  置 定 員

［略］

さいたま市立

大砂土放課後

児童クラブ

さいたま市北区

本郷町１番地

［略］

［略］

別表（第２条関係）

名  称 位  置 定 員

［略］

さいたま市立

大砂土放課後

児童クラブ

さいたま市北区

本郷町１７番地

７

［略］

［略］

   附 則

 この条例は、令和４年７月１日から施行する。



さいたま市条例第１０号 

   さいたま市心身障害者医療費支給条例等の一部を改正する条例の制定について

 （さいたま市心身障害者医療費支給条例の一部改正）

第１条 さいたま市心身障害者医療費支給条例（平成１３年さいたま市条例第１６８

号）の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （対象者）  （対象者）

第３条 医療費助成金の支給の対象となる者（以下

「対象者」という。）は、医療保険各法に規定す

る被保険者、組合員若しくは加入者（被保険者、

組合員又は加入者であった者を含む。以下「被保

険者等」という。）又は被扶養者である心身障害

者であって、次の各号のいずれかに該当するもの

とする。

第３条 医療費助成金の支給の対象となる者（以下

「対象者」という。）は、医療保険各法に規定す

る被保険者、組合員若しくは加入者（被保険者、

組合員又は加入者であった者を含む。以下「被保

険者等」という。）又は被扶養者である心身障害

者であって、次の各号のいずれかに該当するもの

とする。

 市内に住所を有する者。ただし、次に掲げる

者を除く。

 市内に住所を有する者。ただし、次に掲げる

者を除く。

  ア さいたま市妊婦健康診査費及び子育て支援

医療費の助成に関する条例（平成１９年さい

たま市条例第５３号）による子育て支援医療

費助成金の支給を現に受けている受給資格者

が監護する乳幼児・児童

  イ さいたま市ひとり親家庭等医療費支給条例

（平成１３年さいたま市条例第１８０号）に

よるひとり親家庭等医療費の支給を現に受け

ている者

  ア 他の市町村（特別区を含む。以下同じ。）

から障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成１７年法律第１

２３号。以下「障害者総合支援法」という。

）第２９条又は第３０条の規定による指定障

害福祉サービス等又は基準該当障害福祉サー

ビスに対する介護給付費、訓練等給付費、特

例介護給付費又は特例訓練等給付費の支給を

受け、障害者総合支援法第５条第１１項に規

定する障害者支援施設若しくは同条第６項に

  ウ 他の市町村（特別区を含む。以下同じ。）

から障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成１７年法律第１

２３号。以下「障害者総合支援法」という。

）第２９条又は第３０条の規定による指定障

害福祉サービス等又は基準該当障害福祉サー

ビスに対する介護給付費、訓練等給付費、特

例介護給付費又は特例訓練等給付費の支給を

受け、障害者総合支援法第５条第１２項に規

定する障害者支援施設若しくは同条第６項に



規定する厚生労働省令で定める施設（次号に

おいて「障害者支援施設」という。）、身体

障害者福祉法第１８条第２項に規定する指定

医療機関（以下「指定医療機関」という。）

又は独立行政法人国立重度知的障害者総合施

設のぞみの園が設置する施設（以下「のぞみ

の園」という。）に入所し、入院し、又は入

居している者（障害者総合支援法第５条第１

７項に規定する共同生活援助（以下「共同生

活援助」という。）を行う住居に入居してい

る者を含む。）

規定する厚生労働省令で定める施設（次号に

おいて「障害者支援施設」という。）、身体

障害者福祉法第１８条第２項に規定する指定

医療機関（以下「指定医療機関」という。）

又は独立行政法人国立重度知的障害者総合施

設のぞみの園が設置する施設（以下「のぞみ

の園」という。）に入所し、入院し、又は入

居している者（障害者総合支援法第５条第１

７項に規定する共同生活援助（以下「共同生

活援助」という。）を行う住居に入居してい

る者を含む。）

  イ ［略］   エ ［略］

  ウ ［略］   オ ［略］

  エ ［略］   カ ［略］

  オ ［略］   キ ［略］

  カ ［略］   ク ［略］

  キ ［略］   ケ ［略］

  ク ［略］   コ ［略］

  ～  ［略］   ～  ［略］

２ 前項の規定（同項第１号アからクまでの規定を

除く。）にかかわらず、次の各号のいずれかに該

当する者は、対象者としない。

２ 前項の規定（同項第１号アからコまでの規定を

除く。）にかかわらず、次の各号のいずれかに該

当する者は、対象者としない。

  ～  ［略］   ～  ［略］

 （支給の方法）  （支給の方法）

第８条 ［略］ 第８条 ［略］

２～４ ［略］ ２～４ ［略］

５ 前２項に規定するもののほか、受給資格者（埼

玉県後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医

療の被保険者である者に限る。）が本市の区域外

の医療機関等（第３項の市長の認める医療機関等

を除く。）で医療を受け、かつ、当該医療機関等

から規則で定めるところにより当該医療に要した

費用に係る情報の提供があった場合において、そ

の内容を審査し、適当であると市長が認めたとき

は、第１項及び第２項の規定にかかわらず、当該

受給資格者に対し医療費助成金を支給することが

できる。この場合において、市長は、規則で定め

る通知書により受給資格者に通知するものとする。

５ 前２項に規定するもののほか、受給資格者（埼

玉県後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医

療の被保険者である者に限る。）が本市の区域外

の医療機関等で医療を受け、かつ、当該医療機関

等から規則で定めるところにより当該医療に要し

た費用に係る情報の提供があった場合において、

その内容を審査し、適当であると市長が認めたと

きは、第１項及び第２項の規定にかかわらず、当

該受給資格者に対し医療費助成金を支給すること

ができる。この場合において、市長は、規則で定

める通知書により受給資格者に通知するものとす

る。

 （さいたま市ひとり親家庭等医療費支給条例の一部改正） 

第２条 さいたま市ひとり親家庭等医療費支給条例（平成１３年さいたま市条例第１

８０号）の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。



 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （対象者）  （対象者）

第３条 ［略］ 第３条 ［略］

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれか

に該当する者は、対象者としない。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれか

に該当する者は、対象者としない。

  ～  ［略］   ～  ［略］

 さいたま市心身障害者医療費支給条例（平成

１３年さいたま市条例第１６８号）第４条第１

項の規定による医療費助成金の支給を受けるこ

とができる者

 さいたま市心身障害者医療費支給条例（平成

１３年さいたま市条例第１６８号）による医療

費助成金の支給を現に受けている者

 さいたま市妊婦健康診査費及び子育て支援医

療費の助成に関する条例（平成１９年さいたま

市条例第５３号）による子育て支援医療費助成

金の支給を現に受けている受給資格者が監護す

る乳幼児・児童

３ ［略］ ３ ［略］

 （受給資格証の交付等）  （受給資格証の交付等）

第５条 ［略］ 第５条 ［略］

２ ［略］ ２ ［略］

３ 市長は、第３条第２項第５号に掲げる者に該当

したことにより対象者でなくなったものが、さい

たま市心身障害者医療費支給条例による受給資格

を喪失し、再び対象者の要件を満たすと認める場

合その他の規則で定める場合にあっては、前２項

の規定にかかわらず、当該者を受給対象者として

登録するものとする。

４ 市長は、前２項の規定により登録した受給対象

者に、規則で定めるところにより、受給資格証を

交付しなければならない。ただし、前条第１項の

規定により受給対象者の属する家庭のひとり親等

（以下「受給資格者」という。）にひとり親家庭

等医療費を支給しないこととしたときは、この限

りでない。

３ 市長は、前項の規定により登録したひとり親等

（以下「受給資格者」という。）に、規則で定め

るところにより、受給資格証を交付しなければな

らない。ただし、前条第１項の規定により当該受

給資格者にひとり親家庭等医療費を支給しないこ

ととしたときは、この限りでない。

５ ［略］ ４ ［略］

 （届出の義務）  （届出の義務）

第９条 受給資格者は、規則で定める事項について

異動があった場合は、速やかにその旨を市長に届

け出なければならない。

第９条 受給資格者は、第５条第１項の規定により

申請した事項に変更が生じたときは、速やかにそ

の旨を市長に届け出なければならない。

２ ［略］ ２ ［略］



 （さいたま市妊婦健康診査費及び子育て支援医療費の助成に関する条例の一部改正

） 

第３条 さいたま市妊婦健康診査費及び子育て支援医療費の助成に関する条例（平成

１９年さいたま市条例第５３号）の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （定義）  （定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。

 ［略］  ［略］

 乳幼児・児童 市内に住所を有する学校教育

法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定す

る中学校、義務教育学校、中等教育学校の前期

課程、特別支援学校の中学部又はこれらに準じ

るものを卒業する日又は修了する日の属する月

の末日までの者その他規則で定める特別の事情

がある者で、医療保険各法の規定による被保険

者又は被扶養者であるもの。ただし、次のいず

れかに該当する者を除く。

 乳幼児・児童 市内に住所を有する学校教育

法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定す

る中学校、義務教育学校、中等教育学校の前期

課程、特別支援学校の中学部又はこれらに準じ

るものを卒業する日又は修了する日の属する月

の末日までの者その他規則で定める特別の事情

がある者で、医療保険各法の規定による被保険

者又は被扶養者であるもの。ただし、次のいず

れかに該当する者を除く。

  ア・イ ［略］   ア・イ ［略］

  ウ さいたま市心身障害者医療費支給条例（平

成１３年さいたま市条例第１６８号）第４条

第１項の規定による医療費助成金の支給を受

けることができる者

  ウ さいたま市心身障害者医療費支給条例（平

成１３年さいたま市条例第１６８号）による

医療費助成金の支給を現に受けている者

  エ さいたま市ひとり親家庭等医療費支給条例

（平成１３年さいたま市条例第１８０号）第

７条第１項の規定によるひとり親家庭等医療

費の支給を受けることができる者に監護され

ている者

  エ さいたま市ひとり親家庭等医療費支給条例

（平成１３年さいたま市条例第１８０号）に

よる医療費の支給を現に受けている者

  ～  ［略］   ～  ［略］

 （受給資格の登録）  （受給資格の登録）

第７条 ［略］ 第７条 ［略］

２ ［略］ ２ ［略］

３ 市長は、乳幼児・児童が第２条第２号ウに掲げ



る者に該当したことにより受給資格者がこの条例

による子育て支援医療費の支給を受けることがで

きなくなった後、当該乳幼児・児童がさいたま市

心身障害者医療費支給条例第４条第５項の規定に

より医療費助成金の支給を受けることができなく

なり、かつ、当該乳幼児・児童を現に監護してい

る者が第２条第３号に掲げる保護者の要件を満た

すと認められる場合その他の規則で定める場合に

あっては、前２項の規定にかかわらず、当該保護

者を前項の規定による受給資格を有する者として

登録するものとする。

４ 市長は、乳幼児・児童が第２条第２号エに掲げ

る者に該当したことによりこの条例による子育て

支援医療費の支給を受けることができなくなった

保護者が、さいたま市ひとり親家庭等医療費支給

条例第４条第１項の規定によりひとり親家庭等医

療費の支給を受けることができなくなり、かつ、

第２条第３号に掲げる保護者の要件を満たすと認

められる場合その他の規則で定める場合にあって

は、第１項及び第２項の規定にかかわらず、当該

保護者を同項の規定による受給資格を有する者と

して登録するものとする。

５ 市長は、前３項に規定する受給資格者に、規則

で定めるところにより、受給資格証を交付するも

のとする。

３ 市長は、前項に規定する受給資格者に、規則で

定めるところにより、受給資格証を交付するもの

とする。

   附 則

 （施行期日）

１ この条例は、令和４年１０月１日から施行する。ただし、第１条中さいたま市心

身障害者医療費支給条例第３条第１項第１号の改正（「第５条第１２項」を「第５

条第１１項」に改める部分に限る。）は、公布の日から施行する。

 （準備行為）

２ 第２条の規定による改正後のさいたま市ひとり親家庭等医療費支給条例第５条第

４項の規定による受給対象者への受給資格証の交付及びこれに関し必要な手続その

他の行為は、この条例の施行の日前においても同条の規定の例により、行うことが

できる。 



さいたま市条例第１１号 

   さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する

条例の制定について

さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年さいたま

市条例第６６号）の一部を次のように改正する。

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第１２条 児童福祉施設の長は、入所中の児童に対

し法第４７条第１項本文の規定により親権を行う

場合であって懲戒するとき又は同条第３項の規定

により懲戒に関し当該児童の福祉のために必要な

措置を採るときは、身体的苦痛を与え、人格を辱

める等その権限を濫用してはならない。

 （懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第１２条 児童福祉施設の長は、入所中の法第３３

条の７に規定する児童等に対し法第４７条第１項

本文の規定により親権を行う場合であって懲戒す

るとき又は同条第３項の規定により懲戒に関し当

該児童等の福祉のために必要な措置を採るときは、

身体的苦痛を与え、人格を辱める等その権限を濫

用してはならない。

   附 則

 （施行期日）

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。

 （さいたま市幼保連携型認定こども園の設備及び運営の基準に関する条例の一部改

正） 

２ さいたま市幼保連携型認定こども園の設備及び運営の基準に関する条例（平成２

６年さいたま市条例第５１号）の一部を次のように改正する。

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。



 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準

に関する条例の準用）

第１５条 さいたま市児童福祉施設の設備及び運営

の基準に関する条例第４条、第５条第１項、第２

項及び第４項、第６条、第８条、第１０条から第

１２条まで、第１４条（第４項ただし書を除く。

）、第１９条、第２０条第１項、第３項及び第４

項、第４４条第７号並びに第４８条の規定は、幼

保連携型認定こども園について準用する。この場

合において、次の表の左欄に掲げる同条例の規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右

欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

（さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準

に関する条例の準用）

第１５条 さいたま市児童福祉施設の設備及び運営

の基準に関する条例第４条、第５条第１項、第２

項及び第４項、第６条、第８条、第１０条から第

１２条まで、第１４条（第４項ただし書を除く。

）、第１９条、第２０条第１項、第３項及び第４

項、第４４条第７号並びに第４８条の規定は、幼

保連携型認定こども園について準用する。この場

合において、次の表の左欄に掲げる同条例の規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右

欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

 ［略］

第

１

２

条

 ［略］

入所中の児童に対し法第４７

条第１項本文の規定により親

権を行う場合であって懲戒す

るとき又は同条第３項

 ［略］

当該児童  ［略］

 ［略］

 ［略］

第

１

２

条

 ［略］

入所中の法第３３条の７に規

定する児童等に対し法第４７

条第１項本文の規定により親

権を行う場合であって懲戒す

るとき又は同条第３項

 ［略］

当該児童等  ［略］

 ［略］

２ ［略］ ２ ［略］



さいたま市条例第１２号 

さいたま市子ども家庭総合センター条例の一部を改正する条例の制定について 

 さいたま市子ども家庭総合センター条例（平成２９年さいたま市条例第２８号）の

一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

×  改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当 

  該改正後部分に改める。 

×  改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

×  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（業務） （業務） 

第２条 センターは、次に掲げる業務を行う。 第２条 センターは、次に掲げる業務を行う。 

 ～  ［略］  ～  ［略］ 

 子どもへの自立に向けた支援に関すること。  未成年者への自立に向けた支援に関すること。

 ～  ［略］  ～  ［略］ 

（利用資格等） （利用資格等） 

第１６条 ［略］ 第１６条 ［略］ 

２ 市民コンタクトスクエアのうち、バンドスタジ

オ及びダンススタジオ並びにこれらの附属設備を

利用することができる者は、次に掲げる者とする。

２ 市民コンタクトスクエアのうち、バンドスタジ

オ及びダンススタジオ並びにこれらの附属設備を

利用することができる者は、次に掲げる者とする。

 市内に居住し、又は通勤し、若しくは通学す

る２０歳未満の者 

 市内に居住し、又は通勤し、若しくは通学す

る未成年者 

 ［略］   ［略］ 

３ ［略］ ３ ［略］ 

   附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 



さいたま市条例第１３号 

   さいたま市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について

 さいたま市国民健康保険税条例（平成１４年さいたま市条例第２８号）の一部を次

のように改正する。

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （基礎課税額に係る所得割額）  （基礎課税額に係る所得割額）

第４条 前条第２項の所得割額は、国保課税被保険

者に係る賦課期日の属する年の前年の所得に係る

地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法

」という。）第３１４条の２第１項に規定する総

所得金額及び山林所得金額の合計額から同条第２

項の規定による控除をした後の総所得金額及び山

林所得金額の合計額（第６条及び第８条において

「基礎控除後の総所得金額等」という。）に１０

０分の７．２６を乗じて算定する。

第４条 前条第２項の所得割額は、国保課税被保険

者に係る賦課期日の属する年の前年の所得に係る

地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法

」という。）第３１４条の２第１項に規定する総

所得金額及び山林所得金額の合計額から同条第２

項の規定による控除をした後の総所得金額及び山

林所得金額の合計額（第６条及び第８条において

「基礎控除後の総所得金額等」という。）に１０

０分の７．５１を乗じて算定する。

２ ［略］ ２ ［略］

 （基礎課税額に係る被保険者均等割額）  （基礎課税額に係る被保険者均等割額）

第５条 第３条第２項の被保険者均等割額は、国保

課税被保険者１人について３万９００円とする。

第５条 第３条第２項の被保険者均等割額は、国保

課税被保険者１人について２万９，５００円とす

る。

 （後期高齢者支援金等課税額に係る所得割額）  （後期高齢者支援金等課税額に係る所得割額）

第６条 第３条第３項の所得割額は、国保課税被保

険者に係る基礎控除後の総所得金額等に１００分

の２．４２を乗じて算定する。

第６条 第３条第３項の所得割額は、国保課税被保

険者に係る基礎控除後の総所得金額等に１００分

の２．２４を乗じて算定する。

 （後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均等

割額）

 （後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均等

割額）

第７条 第３条第３項の被保険者均等割額は、国保

課税被保険者１人について９，９００円とする。

第７条 第３条第３項の被保険者均等割額は、国保

課税被保険者１人について９，１００円とする。

 （介護納付金課税額に係る所得割額）  （介護納付金課税額に係る所得割額）

第８条 第３条第４項の所得割額は、介護納付金課

税被保険者に係る基礎控除後の総所得金額等に１

第８条 第３条第４項の所得割額は、介護納付金課

税被保険者に係る基礎控除後の総所得金額等に１



００分の２．１７を乗じて算定する。 ００分の２．１０を乗じて算定する。

 （介護納付金課税額に係る被保険者均等割額）  （介護納付金課税額に係る被保険者均等割額）

第９条 第３条第４項の被保険者均等割額は、介護

納付金課税被保険者１人について１万９００円と

する。

第９条 第３条第４項の被保険者均等割額は、介護

納付金課税被保険者１人について１万２００円と

する。

 （納税義務の発生、消滅等に伴う賦課）  （納税義務の発生、消滅等に伴う賦課）

第１３条 国民健康保険税の賦課期日後に納税義務

が発生した者には、その発生した日の属する月か

ら月割をもって算定した第３条第１項の額（第２

１条の規定による減額が行われた場合には、その

減額後の国民健康保険税の額とする。以下この条

において同じ。）を課する。

第１３条 国民健康保険税の賦課期日後に納税義務

が発生した者には、その発生した日の属する月か

ら月割をもって算定した第３条第１項の額（第２

１条の規定による減額が行われた場合には、同条

の国民健康保険税の額とする。以下この条におい

て同じ。）を課する。

２～８ ［略］ ２～８ ［略］

 （国民健康保険税の減額）  （国民健康保険税の減額）

第２１条 次の各号に掲げる国民健康保険税の納税

義務者に対して課する国民健康保険税の額は、第

３条第２項本文の基礎課税額から当該各号アに掲

げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が

６３万円を超える場合には、６３万円）及び同条

第３項本文の後期高齢者支援金等課税額から当該

各号イに掲げる額を減額して得た額（当該減額し

て得た額が１９万円を超える場合には、１９万円

）並びに同条第４項本文の介護納付金課税額から

当該各号ウに掲げる額を減額して得た額（当該減

額して得た額が１７万円を超える場合には、１７

万円）の合算額とする。

第２１条 次の各号に掲げる国民健康保険税の納税

義務者に対して課する国民健康保険税の額は、第

３条第２項本文の基礎課税額から当該各号アに掲

げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が

６３万円を超える場合には、６３万円）及び同条

第３項本文の後期高齢者支援金等課税額から当該

各号イに掲げる額を減額して得た額（当該減額し

て得た額が１９万円を超える場合には、１９万円

）並びに同条第４項本文の介護納付金課税額から

当該各号ウに掲げる額を減額して得た額（当該減

額して得た額が１７万円を超える場合には、１７

万円）の合算額とする。

 世帯主、当該年度の賦課期日（賦課期日後に

国民健康保険税の納付義務が発生した場合には

その発生した日。以下この項において同じ。）

現在においてその世帯に属する国民健康保険の

被保険者及び特定同一世帯所属者（国民健康保

険法第６条第８号の規定により被保険者の資格

を喪失した者（世帯主を除く。）であって、当

該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の

世帯に属するものをいう。以下同じ。）につき

算定した法第７０３条の５第１項に規定する総

所得金額及び山林所得金額の合算額が、４３万

円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健

康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のう

ち給与所得を有する者（前年中に法第７０３条

の５第１項に規定する総所得金額に係る所得税

法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項

に規定する給与所得について同条第３項に規定

する給与所得控除額の控除を受けた者（同条第

１項に規定する給与等の収入金額が５５万円を

超える者に限る。）をいう。以下この号におい

 世帯主、当該年度の賦課期日（賦課期日後に

国民健康保険税の納付義務が発生した場合には

その発生した日。以下この項において同じ。）

現在においてその世帯に属する国民健康保険の

被保険者及び特定同一世帯所属者（国民健康保

険法第６条第８号の規定により被保険者の資格

を喪失した者（世帯主を除く。）であって、当

該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の

世帯に属するものをいう。以下同じ。）につき

算定した法第７０３条の５に規定する総所得金

額及び山林所得金額の合算額が、４３万円（納

税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険

の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与

所得を有する者（前年中に法第７０３条の５に

規定する総所得金額に係る所得税法（昭和４０

年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給

与所得について同条第３項に規定する給与所得

控除額の控除を受けた者（同条第１項に規定す

る給与等の収入金額が５５万円を超える者に限

る。）をいう。以下この号において同じ。）の



て同じ。）の数及び公的年金等に係る所得を有

する者（前年中に法第７０３条の５第１項に規

定する総所得金額に係る所得税法第３５条第３

項に規定する公的年金等に係る所得について同

条第４項に規定する公的年金等控除額の控除を

受けた者（年齢６５歳未満の者にあっては当該

公的年金等の収入金額が６０万円を超える者に

限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的

年金等の収入金額が１１０万円を超える者に限

る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）

の数の合計数（以下この条において「給与所得

者等の数」という。）が２以上の場合にあって

は、４３万円に当該給与所得者等の数から１を

減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算し

た金額）を超えない世帯に係る納税義務者

数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年

中に法第７０３条の５に規定する総所得金額に

係る所得税法第３５条第３項に規定する公的年

金等に係る所得について同条第４項に規定する

公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６５

歳未満の者にあっては当該公的年金等の収入金

額が６０万円を超える者に限り、年齢６５歳以

上の者にあっては当該公的年金等の収入金額が

１１０万円を超える者に限る。）をいい、給与

所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下

この条において「給与所得者等の数」という。

）が２以上の場合にあっては、４３万円に当該

給与所得者等の数から１を減じた数に１０万円

を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない

世帯に係る納税義務者

  ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 国保

課税被保険者１人について ２１，６３０円

  ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 国保

課税被保険者１人について ２０，６５０円

  イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者

均等割額 国保課税被保険者１人について 

６，９３０円

  イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者

均等割額 国保課税被保険者１人について 

６，３７０円

  ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割額

 介護納付金課税被保険者１人について ７

，６３０円

  ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割額

 介護納付金課税被保険者１人について ７

，１４０円

 世帯主、当該年度の賦課期日現在においてそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特

定同一世帯所属者につき算定した法第７０３条

の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得

金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びに

その世帯に属する国民健康保険の被保険者及び

特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が

２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与

所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗

じて得た金額を加算した金額）に当該被保険者

の数及び特定同一世帯所属者の数の合計数に２

８万５，０００円を乗じて得た額を加算した金

額を超えない世帯に係る納税義務者（前号に該

当する者を除く。）

 世帯主、当該年度の賦課期日現在においてそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特

定同一世帯所属者につき算定した法第７０３条

の５に規定する総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世

帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同

一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上

の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者

等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて得

た金額を加算した金額）に当該被保険者の数及

び特定同一世帯所属者の数の合計数に２８万５

，０００円を乗じて得た額を加算した金額を超

えない世帯に係る納税義務者（前号に該当する

者を除く。）

  ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 国保

課税被保険者１人について １５，４５０円

  ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 国保

課税被保険者１人について １４，７５０円

  イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者

均等割額 国保課税被保険者１人について 

４，９５０円

  イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者

均等割額 国保課税被保険者１人について 

４，５５０円

  ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割額

 介護納付金課税被保険者１人について ５

，４５０円

  ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割額

 介護納付金課税被保険者１人について ５

，１００円

 世帯主、当該年度の賦課期日現在においてそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特

定同一世帯所属者につき算定した法第７０３条

の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得

金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びに

 世帯主、当該年度の賦課期日現在においてそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特

定同一世帯所属者につき算定した法第７０３条

の５に規定する総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世



その世帯に属する国民健康保険の被保険者及び

特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が

２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与

所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗

じて得た金額を加算した金額）に当該被保険者

の数及び特定同一世帯所属者の数の合計数に５

２万円を乗じて得た額を加算した金額を超えな

い世帯に係る納税義務者（前２号に該当する者

を除く。）

帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同

一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上

の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者

等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて得

た金額を加算した金額）に当該被保険者の数及

び特定同一世帯所属者の数の合計数に５２万円

を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯

に係る納税義務者（前２号に該当する者を除く。

  ）

  ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 国保

課税被保険者１人について ６，１８０円

  ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 国保

課税被保険者１人について ５，９００円

  イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者

均等割額 国保課税被保険者１人について 

１，９８０円

  イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者

均等割額 国保課税被保険者１人について 

１，８２０円

  ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割額

 介護納付金課税被保険者１人について ２

，１８０円

  ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割額

 介護納付金課税被保険者１人について ２

，０４０円

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に

６歳に達する日以後の最初の３月３１日以前であ

る被保険者（以下「未就学児」という。）がある

場合における当該納税義務者に対して課する被保

険者均等割額（当該納税義務者の世帯に属する未

就学児につき算定した被保険者均等割額（前項に

規定する金額を減額するものとした場合にあって

は、その減額後の被保険者均等割額）に限る。）

は、当該被保険者均等割額から、次の各号に掲げ

る区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を減

額して得た額とする。

 基礎課税額に係る被保険者均等割額 次に掲

げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人

について次に定める額

  ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世

帯 ４，６３５円

  イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世

帯 ７，７２５円

  ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世

帯 １２，３６０円

  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 １

５，４５０円

 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均

等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞ

れ未就学児１人について次に定める額

  ア 前項第１号イに規定する金額を減額した世

帯 １，４８５円

  イ 前項第２号イに規定する金額を減額した世

帯 ２，４７５円

  ウ 前項第３号イに規定する金額を減額した世

帯 ３，９６０円

  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 ４



，９５０円

３ 世帯主、その世帯に属する国民健康保険の被保

険者又は特定同一世帯所属者が特例対象被保険者

等である場合における第１項の規定の適用につい

ては、同項第１号中「総所得金額及び」とあるの

は「総所得金額（特例対象被保険者等の総所得金

額に給与所得が含まれている場合においては、当

該給与所得については、所得税法（昭和４０年法

律第３３号）第２８条第２項の規定によって計算

した金額の１００分の３０に相当する金額に相当

する金額によるものとする。次号及び第３号にお

いて同じ。）及び」と、「所得税法（昭和４０年

法律第３３号）」とあるのは「同法」とする。

２ 世帯主、その世帯に属する国民健康保険の被保

険者又は特定同一世帯所属者が特例対象被保険者

等である場合における前項の規定の適用について

は、同項第１号中「総所得金額（」とあるのは「

総所得金額（特例対象被保険者等の総所得金額に

給与所得が含まれている場合においては、当該給

与所得については、所得税法（昭和４０年法律第

３３号）第２８条第２項の規定によって計算した

金額の１００分の３０に相当する金額によるもの

とし、」と、「所得税法（昭和４０年法律第３３

号）」とあるのは「同法」とする。

   附 則    附 則

１～８ ［略］ １～８ ［略］

 （公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の

課税の特例）

 （公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の

課税の特例）

９ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民健

康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者（

以下「世帯主等」という。）が、前年中に所得税

法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所

得（次項から附則第１３項までにおいて「公的年

金等所得」という。）について同条第４項に規定

する公的年金等控除額（年齢６５歳以上の者に係

るものに限る。次項から附則第１３項までにおい

て「特定公的年金等控除額」という。）の控除を

受けた場合における第２１条第１項の規定の適用

については、同条中「法第７０３条の５第１項に

規定する総所得金額及び山林所得金額」とあるの

は、「法第７０３条の５第１項に規定する総所得

金額（所得税法第３５条第３項に規定する公的年

金等に係る所得については、同条第２項第１号の

規定により計算した金額から１５万円を控除した

金額によるものとする。）及び山林所得金額」と、

「１１０万円」とあるのは「１２５万円」とする。

９ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民健

康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者（

以下「世帯主等」という。）が、前年中に所得税

法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所

得（次項から附則第１３項までにおいて「公的年

金等所得」という。）について同条第４項に規定

する公的年金等控除額（年齢６５歳以上の者に係

るものに限る。次項から附則第１３項までにおい

て「特定公的年金等控除額」という。）の控除を

受けた場合における第２１条の規定の適用につい

ては、同条中「法第７０３条の５に規定する総所

得金額及び山林所得金額」とあるのは、「法第７

０３条の５に規定する総所得金額（所得税法第３

５条第３項に規定する公的年金等に係る所得につ

いては、同条第２項第１号の規定により計算した

金額から１５万円を控除した金額によるものとす

る。）及び山林所得金額」と、「１１０万円」と

あるのは「１２５万円」とする。

１０～１３ ［略］ １０～１３ ［略］

 （長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特

例）

 （長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特

例）

１４ 世帯主等が法附則第３４条第４項の譲渡所得

を有する場合における第４条及び第２１条第１項

の規定の適用については、第４条第１項中「及び

山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるの

は「及び山林所得金額並びに法附則第３４条第４

項に規定する長期譲渡所得の金額（租税特別措置

法（昭和３２年法律第２６号）第３３条の４第１

項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の

２第１項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、

 第３５条の２第１項、第３５条の３第１項又は第

３６条の規定に該当する場合には、これらの規定

１４ 世帯主等が法附則第３４条第４項の譲渡所得

を有する場合における第４条及び第２１条の規定

の適用については、第４条第１項中「及び山林所

得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「及

び山林所得金額並びに法附則第３４条第４項に規

定する長期譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭

和３２年法律第２６号）第３３条の４第１項若し

くは第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１

項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、第３

５条の２第１項、第３５条の３第１項又は第３６

条の規定に該当する場合には、これらの規定の適



の適用により同法第３１条第１項に規定する長期

譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金額。

 以下この項において「控除後の長期譲渡所得の金

額」という。）の合計額から法第３１４条の２第

２項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに控除後の長期譲

渡所得の金額の合計額（」と、同条第２項中「又

は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得

金額又は法附則第３４条第４項に規定する長期譲

渡所得の金額」と、第２１条第１項中「及び山林

所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに

法附則第３４条第４項に規定する長期譲渡所得の

金額」とする。

用により同法第３１条第１項に規定する長期譲渡

所得の金額から控除する金額を控除した金額。以

下この項において「控除後の長期譲渡所得の金額

」という。）の合計額から法第３１４条の２第２

項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とある

のは「及び山林所得金額並びに控除後の長期譲渡

所得の金額の合計額（」と、同条第２項中「又は

山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金

額又は法附則第３４条第４項に規定する長期譲渡

所得の金額」と、第２１条中「及び山林所得金額

」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第

３４条第４項に規定する長期譲渡所得の金額」と

する。

１５ ［略］ １５ ［略］

 （一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保

険税の課税の特例）

 （一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保

険税の課税の特例）

１６ 世帯主等が法附則第３５条の２第５項に規定

する一般株式等に係る譲渡所得等を有する場合に

おける第４条及び第２１条第１項の規定の適用に

ついては、第４条第１項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３

５条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡

所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「

法第３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又

は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得

金額又は法附則第３５条の２第５項に規定する一

般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、第２１条

第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに法附則第３５条の２第５項に

規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と

する。

１６ 世帯主等が法附則第３５条の２第５項に規定

する一般株式等に係る譲渡所得等を有する場合に

おける第４条及び第２１条の規定の適用について

は、第４条第１項中「及び山林所得金額」とある

のは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の

２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等

の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第３

１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林

所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又

は法附則第３５条の２第５項に規定する一般株式

等に係る譲渡所得等の金額」と、第２１条中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額

並びに法附則第３５条の２第５項に規定する一般

株式等に係る譲渡所得等の金額」とする。

 （上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保

険税の課税の特例）

 （上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保

険税の課税の特例）

１７ 世帯主等が法附則第３５条の２の２第５項に

規定する上場株式等に係る譲渡所得等を有する場

合における第４条及び第２１条第１項の規定の適

用については、第４条第１項中「及び山林所得金

額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則

第３５条の２の２第５項に規定する上場株式等に

係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２項」とあ

るのは「法第３１４条の２第２項」と、同条第２

項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは

山林所得金額又は法附則第３５条の２の２第５項

に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」

と、第２１条第１項中「及び山林所得金額」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条

の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡

所得等の金額」とする。

１７ 世帯主等が法附則第３５条の２の２第５項に

規定する上場株式等に係る譲渡所得等を有する場

合における第４条及び第２１条の規定の適用につ

いては、第４条第１項中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５

条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲

渡所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは

「法第３１４条の２第２項」と、同条第２項中「

又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所

得金額又は法附則第３５条の２の２第５項に規定

する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、第

２１条中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに法附則第３５条の２の２第５

項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額

」とする。

 （先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険税

の課税の特例）

 （先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険税

の課税の特例）



１８ 世帯主等が法附則第３５条の４第４項の事業

所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合における

第４条及び第２１条第１項の規定の適用について

は、第４条第１項中「及び山林所得金額」とある

のは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の

４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金

額」と、「同条第２項」とあるのは「法第３１４

条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得

金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法

附則第３５条の４第４項に規定する先物取引に係

る雑所得等の金額」と、第２１条第１項中「及び

山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並

びに法附則第３５条の４第４項に規定する先物取

引に係る雑所得等の金額」とする。

１８ 世帯主等が法附則第３５条の４第４項の事業

所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合における

第４条及び第２１条の規定の適用については、第

４条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「

及び山林所得金額並びに法附則第３５条の４第４

項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」と、

 「同条第２項」とあるのは「法第３１４条の２第

２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」と

あるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第３

５条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得

等の金額」と、第２１条中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３

５条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得

等の金額」とする。

 （土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康

保険税の課税の特例）

 （土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康

保険税の課税の特例）

１９ 世帯主等が法附則第３３条の３第５項の事業

所得又は雑所得を有する場合における第４条及び

第２１条第１項の規定の適用については、第４条

第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに法附則第３３条の３第５項に

規定する土地等に係る事業所得等の金額」と、「

同条第２項」とあるのは「法第３１４条の２第２

項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあ

るのは「若しくは山林所得金額又は法附則第３３

条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等

の金額」と、第２１条第１項中「及び山林所得金

額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則

第３３条の３第５項に規定する土地等に係る事業

所得等の金額」とする。

１９ 世帯主等が法附則第３３条の３第５項の事業

所得又は雑所得を有する場合における第４条及び

第２１条の規定の適用については、第４条第１項

中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第３３条の３第５項に規定す

る土地等に係る事業所得等の金額」と、「同条第

 ２項」とあるのは「法第３１４条の２第２項」と、

 同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「

若しくは山林所得金額又は法附則第３３条の３第

５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額」

と、第２１条中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに法附則第３３条の３第

５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額」

とする。

 （特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の

特例）

 （特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の

特例）

２０ 世帯主等が外国居住者等の所得に対する相互

主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭

和３７年法律第１４４号）第８条第２項に規定す

る特例適用利子等、同法第１２条第５項に規定す

る特例適用利子等又は同法第１６条第２項に規定

する特例適用利子等に係る利子所得、配当所得、

譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する場合にお

ける第４条、第６条、第８条及び第２１条第１項

の規定の適用については、第４条第１項中「及び

山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるの

は「及び山林所得金額並びに外国居住者等の所得

に対する相互主義による所得税等の非課税等に関

する法律（昭和３７年法律第１４４号）第８条第

２項（同法第１２条第５項及び第１６条第２項に

おいて準用する場合を含む。）に規定する特例適

用利子等の額（以下この条及び第２１条第１項に

おいて「特例適用利子等の額」という。）の合計

額から法第３１４条の２第２項」と、「及び山林

２０ 世帯主等が外国居住者等の所得に対する相互

主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭

和３７年法律第１４４号）第８条第２項に規定す

る特例適用利子等、同法第１２条第５項に規定す

る特例適用利子等又は同法第１６条第２項に規定

する特例適用利子等に係る利子所得、配当所得、

譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する場合にお

ける第４条、第６条、第８条及び第２１条の規定

の適用については、第４条第１項中「及び山林所

得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「及

び山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対す

る相互主義による所得税等の非課税等に関する法

律（昭和３７年法律第１４４号）第８条第２項（

同法第１２条第５項及び第１６条第２項において

準用する場合を含む。）に規定する特例適用利子

等の額（以下この条及び第２１条において「特例

適用利子等の額」という。）の合計額から法第３

１４条の２第２項」と、「及び山林所得金額の合



所得金額の合計額（」とあるのは「及び山林所得

金額並びに特例適用利子等の額の合計額（」と、

同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「

若しくは山林所得金額又は特例適用利子等の額」

と、第２１条第１項中「及び山林所得金額」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに特例適用利子等

の額」とする。

計額（」とあるのは「及び山林所得金額並びに特

例適用利子等の額の合計額（」と、同条第２項中

「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林

所得金額又は特例適用利子等の額」と、第２１条

中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに特例適用利子等の額」とする。

 （特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の

特例）

 （特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の

特例）

２１ 世帯主等が外国居住者等の所得に対する相互

主義による所得税等の非課税等に関する法律第８

条第４項に規定する特例適用配当等、同法第１２

条第６項に規定する特例適用配当等又は同法第１

６条第３項に規定する特例適用配当等に係る利子

所得、配当所得及び雑所得を有する場合における

第４条、第６条、第８条及び第２１条第１項の規

定の適用については、第４条第１項中「及び山林

所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「

及び山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対

する相互主義による所得税等の非課税等に関する

法律第８条第４項（同法第１２条第６項及び第１

６条第３項において準用する場合を含む。）に規

定する特例適用配当等の額（以下この条及び第２

１条第１項において「特例適用配当等の額」とい

 う。）の合計額から法第３１４条の２第２項」と、

 「及び山林所得金額の合計額（」とあるのは「及

び山林所得金額並びに特例適用配当等の額の合計

額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」と

あるのは「若しくは山林所得金額又は特例適用配

当等の額」と、第２１条第１項中「及び山林所得

金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに特例

適用配当等の額」とする。

２１ 世帯主等が外国居住者等の所得に対する相互

主義による所得税等の非課税等に関する法律第８

条第４項に規定する特例適用配当等、同法第１２

条第６項に規定する特例適用配当等又は同法第１

６条第３項に規定する特例適用配当等に係る利子

所得、配当所得及び雑所得を有する場合における

第４条、第６条、第８条及び第２１条の規定の適

用については、第４条第１項中「及び山林所得金

額の合計額から同条第２項」とあるのは「及び山

林所得金額並びに外国居住者等の所得に対する相

互主義による所得税等の非課税等に関する法律第

８条第４項（同法第１２条第６項及び第１６条第

３項において準用する場合を含む。）に規定する

特例適用配当等の額（以下この条及び第２１条に

おいて「特例適用配当等の額」という。）の合計

額から法第３１４条の２第２項」と、「及び山林

所得金額の合計額（」とあるのは「及び山林所得

金額並びに特例適用配当等の額の合計額（」と、

同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「

若しくは山林所得金額又は特例適用配当等の額」

と、第２１条中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに特例適用配当等の額」

とする。

 （条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の

特例）

 （条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の

特例）

２２ 世帯主等が租税条約等の実施に伴う所得税法、

 法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭

和４４年法律第４６号。以下「租税条約等実施特

例法」という。）第３条の２の２第１０項に規定

する条約適用利子等に係る利子所得、配当所得、

譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する場合にお

ける第４条及び第２１条第１項の規定の適用につ

いては、第４条第１項中「及び山林所得金額の合

計額から同条第２項」とあるのは「及び山林所得

金額並びに租税条約等の実施に伴う所得税法、法

人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和

４４年法律第４６号。以下「租税条約等実施特例

法」という。）第３条の２の２第１０項に規定す

る条約適用利子等の額の合計額から法第３１４条

の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額（

」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約

２２ 世帯主等が租税条約等の実施に伴う所得税法、

 法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭

和４４年法律第４６号。以下「租税条約等実施特

例法」という。）第３条の２の２第１０項に規定

する条約適用利子等に係る利子所得、配当所得、

譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する場合にお

 ける第４条及び第２１条の規定の適用については、

 第４条第１項中「及び山林所得金額の合計額から

同条第２項」とあるのは「及び山林所得金額並び

に租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及

び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法

律第４６号。以下「租税条約等実施特例法」とい

う。）第３条の２の２第１０項に規定する条約適

用利子等の額の合計額から法第３１４条の２第２

項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とある

のは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特



等実施特例法第３条の２の２第１０項に規定する

条約適用利子等の額の合計額（」と、同条第２項

中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山

林所得金額又は租税条約等実施特例法第３条の２

の２第１０項に規定する条約適用利子等の額」と、

 第２１条第１項中「及び山林所得金額」とあるの

は「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例

法第３条の２の２第１０項に規定する条約適用利

子等の額」とする。

例法第３条の２の２第１０項に規定する条約適用

利子等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は

山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金

額又は租税条約等実施特例法第３条の２の２第１

０項に規定する条約適用利子等の額」と、第２１

条中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林

所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２

の２第１０項に規定する条約適用利子等の額」と

する。

 （条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の

特例）

 （条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の

特例）

２３ 世帯主等が租税条約等実施特例法第３条の２

の２第１２項に規定する条約適用配当等に係る利

子所得、配当所得及び雑所得を有する場合におけ

る第４条及び第２１条第１項の規定の適用につい

ては、第４条第１項中「及び山林所得金額の合計

額から同条第２項」とあるのは「及び山林所得金

額並びに租税条約等の実施に伴う所得税法、法人

税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４

４年法律第４６号。以下「租税条約等実施特例法

」という。）第３条の２の２第１２項に規定する

条約適用配当等の額の合計額から法第３１４条の

２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額（」

とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等

実施特例法第３条の２の２第１２項に規定する条

約適用配当等の額の合計額（」と、同条第２項中

「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林

所得金額又は租税条約等実施特例法第３条の２の

２第１２項に規定する条約適用配当等の額」と、

第２１条第１項中「及び山林所得金額」とあるの

は「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例

法第３条の２の２第１２項に規定する条約適用配

当等の額」とする。

２３ 世帯主等が租税条約等実施特例法第３条の２

の２第１２項に規定する条約適用配当等に係る利

子所得、配当所得及び雑所得を有する場合におけ

る第４条及び第２１条の規定の適用については、

第４条第１項中「及び山林所得金額の合計額から

同条第２項」とあるのは「及び山林所得金額並び

に租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及

び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法

律第４６号。以下「租税条約等実施特例法」とい

う。）第３条の２の２第１２項に規定する条約適

用配当等の額の合計額から法第３１４条の２第２

項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とある

のは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特

例法第３条の２の２第１２項に規定する条約適用

配当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は

山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金

額又は租税条約等実施特例法第３条の２の２第１

２項に規定する条約適用配当等の額」と、第２１

条中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林

所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２

の２第１２項に規定する条約適用配当等の額」と

する。

 （上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保

険税の課税の特例）

 （上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保

険税の課税の特例）

２４ 世帯主等が法附則第３３条の２第５項に規定

する上場株式等の配当等に係る配当所得等を有す

る場合における第４条及び第２１条第１項の規定

の適用については、第４条第１項中「及び山林所

得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第３３条の２第５項に規定する上場株式等に

係る配当所得等の金額」と、「同条第２項」とあ

るのは「法第３１４条の２第２項」と、同条第２

項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは

山林所得金額又は法附則第３３条の２第５項に規

定する上場株式等に係る配当所得等の金額」と、

第２１条第１項中「及び山林所得金額」とあるの

は「及び山林所得金額並びに法附則第３３条の２

第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の

金額」とする。

２４ 世帯主等が法附則第３３条の２第５項に規定

する上場株式等の配当等に係る配当所得等を有す

る場合における第４条及び第２１条の規定の適用

については、第４条第１項中「及び山林所得金額

」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第

３３条の２第５項に規定する上場株式等に係る配

当所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは

「法第３１４条の２第２項」と、同条第２項中「

又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所

得金額又は法附則第３３条の２第５項に規定する

上場株式等に係る配当所得等の金額」と、第２１

条中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林

所得金額並びに法附則第３３条の２第５項に規定

する上場株式等に係る配当所得等の金額」とする。



２５・２６ ［略］ ２５・２６ ［略］

   附 則

 （施行期日）

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。

 （経過措置）

２ この条例による改正後のさいたま市国民健康保険税条例の規定は、令和４年度以

後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和３年度分までの国民健康保険税

については、なお従前の例による。



さいたま市条例第１４号 

さいたま市生活環境の保全に関する条例の一部を改正する条例の制定について

さいたま市生活環境の保全に関する条例（平成２０年さいたま市条例第４６号）の

一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

   附 則

１～１４ ［略］

   附 則

１～１４ ［略］

 （令和５年度における取扱量等の報告の特例）

１５ 令和５年度における第７４条第２項の規定に

より報告すべき特定化学物質の取扱量その他の事

項に係る第７１条第１号の規定の適用については、

同号中「特定化学物質の環境への排出量の把握等

及び管理の改善の促進に関する法律（平成１１年

法律第８６号）第２条第２項に規定する第一種指

定化学物質及び同条第３項に規定する第二種指定

化学物質」とあるのは、「特定化学物質の環境へ

の排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する

法律施行令の一部を改正する政令（令和３年政令

第２８８号）による改正前の特定化学物質の環境

への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関す

る法律施行令（平成１２年政令第１３８号）別表

第１に掲げる第一種指定化学物質及び同令別表第

２に掲げる第二種指定化学物質」とする。

附 則

この条例は、令和５年４月１日から施行する。



さいたま市条例第１５号 

さいたま市水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

   て

さいたま市水道事業の設置等に関する条例（平成１３年さいたま市条例第２７５号

）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （経営の基本）  （経営の基本）

第３条 ［略］ 第３条 ［略］

２ ［略］ ２ ［略］

３ 給水人口は、１４０万人とする。 ３ 給水人口は、１３３万人とする。

４ １日最大給水量は、４２万８，０００立方メー

トルとする。

４ １日最大給水量は、５７万５，０００立方メー

トルとする。

附 則

この条例は、令和４年４月１日から施行する。



さいたま市条例第１６号 

さいたま市消防団条例の一部を改正する条例の制定について

 さいたま市消防団条例（平成１３年さいたま市条例第２８２号）の一部を次のよう

に改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

×  改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当 

  該改正後部分に改める。 

×  改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

×  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （服務規律）  （服務規律） 

第１０条 消防団員は、団長の招集によって出動し、

服務するものとする。ただし、招集を受けない場

合であっても、災害（水火災又は地震等の災害を

いう。以下同じ。）の発生を知ったときは、その

状況に応じて出動し、服務しなければならない。

第１０条 消防団員は、団長の招集によって出動し、

服務するものとする。ただし、招集を受けない場

合であっても、火災その他災害の発生を知ったと

きは、その状況に応じて出動し、服務しなければ

ならない。 

（消防団員の報酬） （消防団員の報酬） 

第１４条 消防団員には、年額報酬及び出動報酬を

支給する。 

第１４条 消防団員には、別表に定める報酬を支給

する。 

２ 年額報酬は、年度ごとに別表に定める額を支給

するものとする。ただし、次の各号のいずれかに

該当する場合は、それぞれの勤務した期間に応じ

て日割りにより計算した額を支給する。 

 ［略］ 

 年度の中途において、年額報酬の額の異なる

階級に異動した場合 

２ 報酬は、年度ごとに支給するものとし、前項の

規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当す

る場合は、それぞれの勤務した期間に応じて日割

りにより計算した額を支給する。 

 ［略］ 

 年度の中途において、報酬の額の異なる階級

に異動した場合 

３ 前項の規定により年額報酬の額を算定する場合

において、当該額に１円未満の端数を生じたとき

は、これを切り捨てるものとする。 

３ 前項の規定により報酬の額を算定する場合にお

いて、当該額に１円未満の端数を生じたときは、

これを切り捨てるものとする。 

４ 出動報酬は、消防団員が災害、警戒、訓練等の

職務に従事した場合において、次の各号に掲げる

職務の区分に応じ、当該各号に定める額を支給す

る。 

 災害の職務 １回につき ４，０００円 

 前号の職務以外の職務 １回につき ３，０

００円 

５ 前項第１号に掲げる職務の１回の従事時間が４

時間を超える場合は、その超過時間４時間までご

とに４，０００円を同号に定める額に加算して支

給する。 



６ 第４項第２号に掲げる職務の１回の従事時間が

４時間を超える場合は、３，０００円を同号に定

める額に加算して支給する。 

７ 出動報酬は、各年度の四半期ごとに支給する。

 （消防団員の費用弁償）  （消防団員の費用弁償） 

第１５条 消防団員が公務のために旅行したときは、

さいたま市職員等の旅費に関する条例（平成１３

年さいたま市条例第４５号）の規定により一般職

の職員に支給される旅費に相当する額を費用弁償

として支給する。 

第１５条 消防団員に、費用弁償として、出動手当

及び旅費を支給する。 

 ２ 出動手当は、消防団員が災害防御、警戒、訓練

等の職務に従事した場合において、次の各号に掲

げる職務の区分に応じ、当該各号に定める額を支

給する。 

 災害防御の職務 １回につき ３，０００円

 前号の職務以外の職務 １回につき ２，５

００円 

 ３ 前項第１号に掲げる職務の１回の従事時間が６

時間を超える場合は、３，０００円を同号に定め

る額の出動手当に加算して支給する。 

 ４ 出動手当は、各年度の四半期ごとに支給する。

 ５ 公務のため旅行する消防団員の旅費については、

 さいたま市職員等の旅費に関する条例（平成１３

年さいたま市条例第４５号）を準用する。 

別表（第１４条関係） 別表（第１４条関係） 

区    分 年 額 報 酬 の 額 

消防団長 ８２，５００円

消防副団長 ６９，０００円

消防分団長 ５０，５００円

消防副分団長 ４５，５００円

消防部長 ３７，０００円

［略］ 

区    分 報 酬 額（年    額） 

消防団長 １１９，０００円

消防副団長 ８６，０００円

消防分団長 ６５，０００円

消防副分団長 ５２，０００円

消防部長 ３９，０００円

［略］ 

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 



さいたま市条例第１７号 

   さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関

   する条例等の一部を改正する条例及びさいたま市指定通所支援の事業等の人員、

   設備及び運営の基準等に関する条例等の一部を改正する条例の一部を改正する

条例の制定について

 （さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関す

る条例等の一部を改正する条例の一部改正）

第１条 さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に

関する条例等の一部を改正する条例（平成３０年さいたま市条例第１８号）の一部

を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

   附 則    附 則

１ ［略］ １ ［略］

 （経過措置）  （経過措置）

２ この条例の施行の際現に指定を受けている第３

条の規定による改正前のさいたま市指定障害者支

援施設の人員、設備及び運営の基準等に関する条

例第６条及び第１０条に規定する指定障害者支援

施設等については、第３条の規定による改正後の

さいたま市指定障害者支援施設の人員、設備及び

運営の基準等に関する条例第５条及び第９条の規

 定にかかわらず、令和６年３月３１日までの間は、

 なお従前の例による。

２ この条例の施行の際現に指定を受けている第３

条の規定による改正前のさいたま市指定障害者支

援施設の人員、設備及び運営の基準等に関する条

例第６条及び第１０条に規定する指定障害者支援

施設等については、第３条の規定による改正後の

さいたま市指定障害者支援施設の人員、設備及び

運営の基準等に関する条例第５条及び第９条の規

 定にかかわらず、令和４年３月３１日までの間は、

 なお従前の例による。

 （さいたま市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例等

の一部を改正する条例の一部改正）

第２条 さいたま市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条

例等の一部を改正する条例（平成３０年さいたま市条例第１９号）の一部を次のよ



うに改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

   附 則    附 則

１～３ ［略］ １～３ ［略］

４ この条例の施行の際現に指定を受けている第２

条の規定による改正前のさいたま市指定障害児入

所施設等の人員、設備及び運営の基準等に関する

条例第５条第４項及び第６条第６項に規定する指

定福祉型障害児入所施設については、第２条の規

定による改正後のさいたま市指定障害児入所施設

等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例第

５条及び第６条の規定にかかわらず、令和６年３

月３１日までの間は、なお従前の例による。

４ この条例の施行の際現に指定を受けている第２

条の規定による改正前のさいたま市指定障害児入

所施設等の人員、設備及び運営の基準等に関する

条例第５条第４項及び第６条第６項に規定する指

定福祉型障害児入所施設については、第２条の規

定による改正後のさいたま市指定障害児入所施設

等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例第

５条及び第６条の規定にかかわらず、令和４年３

月３１日までの間は、なお従前の例による。

   附 則

 この条例は、公布の日から施行する。 



さいたま市条例第１８号 

さいたま市市税条例等の一部を改正する条例

（さいたま市市税条例の一部改正）

第１条 さいたま市市税条例（平成１３年さいたま市条例第６７号）の一部を次のよ

うに改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （固定資産課税台帳の閲覧の手数料）  （固定資産課税台帳の閲覧の手数料）

第８２条の２ 法第３８２条の２に規定する固定資

産課税台帳（同条第１項ただし書の規定による措

置を講じたものを含む。）の閲覧の手数料は、１

件につき３００円とする。ただし、法第４１６条

第３項又は第４１９条第８項の規定により公示し

た期間において納税義務者の閲覧に供する場合に

あっては、手数料を徴しない。

第８２条の２ 法第３８２条の２に規定する固定資

産課税台帳の閲覧の手数料は、１件につき３００

円とする。ただし、法第４１６条第３項又は第４

１９条第８項の規定により公示した期間において

納税義務者の閲覧に供する場合にあっては、手数

料を徴しない。

２ ［略］ ２ ［略］

 （固定資産課税台帳に記載をされている事項の証

明書の交付手数料）

 （固定資産課税台帳に記載をされている事項の証

明書の交付手数料）

第８２条の３ 法第２０条の１０又は第３８２条の

３の規定に基づく固定資産課税台帳に記載をされ

ている事項の証明書（同条の証明書にあっては、

同条ただし書の規定による措置を講じたものを含

む。）の交付手数料は、証明書１件ごとに３００

円とする。

第８２条の３ 法第２０条の１０又は第３８２条の

３の規定に基づく固定資産課税台帳に記載をされ

ている事項の証明書の交付手数料は、証明書１件

ごとに３００円とする。

２ ［略］ ２ ［略］

 附 則  附 則

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の

適用を受けようとする者がすべき申告）

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の

適用を受けようとする者がすべき申告）

第１９条 ［略］ 第１９条 ［略］

２～８ ［略］ ２～８ ［略］

９ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修等

住宅又は同条第１０項の熱損失防止改修等専有部

分について、これらの規定の適用を受けようとす

る者は、当該熱損失防止改修等住宅又は当該熱損

９ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修住

宅又は同条第１０項の熱損失防止改修専有部分に

ついて、これらの規定の適用を受けようとする者

は、当該熱損失防止改修住宅又は当該熱損失防止



失防止改修等専有部分に係る熱損失防止改修工事

等が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に施行規則附則第７条第９項各

号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。

改修専有部分に係る熱損失防止改修工事が完了し

た日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した

申告書に施行規則附則第７条第９項各号に掲げる

書類を添付して市長に提出しなければならない。

  ～  ［略］   ～  ［略］

 熱損失防止改修工事等が完了した年月日  熱損失防止改修工事が完了した年月日

 熱損失防止改修工事等に要した費用及び令附

則第１２条第３１項に規定する補助金等

 熱損失防止改修工事に要した費用及び令附則

第１２条第３１項に規定する補助金等

 熱損失防止改修工事等が完了した日から３月

を経過した後に申告書を提出する場合には、３

月以内に提出することができなかった理由

 熱損失防止改修工事が完了した日から３月を

経過した後に申告書を提出する場合には、３月

以内に提出することができなかった理由

１０ ［略］ １０ ［略］

１１ 法附則第１５条の９の２第４項に規定する特

定熱損失防止改修等住宅又は同条第５項に規定

する特定熱損失防止改修等住宅専有部分につい

て、これらの規定の適用を受けようとする者は、

法附則第１５条の９第９項に規定する熱損失防

止改修工事等が完了した日から３月以内に、次

に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則

第７条第１１項各号に掲げる書類を添付して市

長に提出しなければならない。

１１ 法附則第１５条の９の２第４項に規定する特

定熱損失防止改修住宅又は同条第５項に規定す

る特定熱損失防止改修住宅専有部分について、

これらの規定の適用を受けようとする者は、法

附則第１５条の９第９項に規定する熱損失防止

改修工事が完了した日から３月以内に、次に掲

げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７

条第１１項各号に掲げる書類を添付して市長に

提出しなければならない。

  ～  ［略］   ～  ［略］

 熱損失防止改修工事等が完了した年月日  熱損失防止改修工事が完了した年月日

 熱損失防止改修工事等に要した費用及び令附

則第１２条第３１項に規定する補助金等

 熱損失防止改修工事に要した費用及び令附則

第１２条第３１項に規定する補助金等

 熱損失防止改修工事等が完了した日から３月

を経過した後に申告書を提出する場合には、３

月以内に提出することができなかった理由

 熱損失防止改修工事が完了した日から３月を

経過した後に申告書を提出する場合には、３月

以内に提出することができなかった理由

１２・１３ ［略］ １２・１３ ［略］

（宅地等に対して課する令和３年度から令和５年

度までの各年度分の固定資産税の特例）

（宅地等に対して課する令和３年度から令和５年

度までの各年度分の固定資産税の特例）

第２３条 宅地等に係る令和３年度から令和５年度

までの各年度分の固定資産税の額は、当該宅地等

に係る当該年度分の固定資産税額が、当該宅地等

の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定

資産税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき価格（当

該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３の２の規定の適用を受ける宅地等で

あるときは、当該価格に同条に定める率を乗じて

得た額。以下この条において同じ。）に１００分

の５（商業地等に係る令和４年度分の固定資産税

にあっては、１００分の２．５）を乗じて得た額

を加算した額（令和３年度分の固定資産税にあっ

ては、前年度分の固定資産税の課税標準額）（当

該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３又は附則第１５条から第１５条の３

第２３条 宅地等に係る令和３年度から令和５年度

までの各年度分の固定資産税の額は、当該宅地等

に係る当該年度分の固定資産税額が、当該宅地等

の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定

資産税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき価格（当

該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３の２の規定の適用を受ける宅地等で

あるときは、当該価格に同条に定める率を乗じて

得た額。以下この条において同じ。）に１００分

の５を乗じて得た額を加算した額（令和３年度分

の固定資産税にあっては、前年度分の固定資産税

の課税標準額）（当該宅地等が当該年度分の固定

資産税について法第３４９条の３又は附則第１５

条から第１５条の３までの規定の適用を受ける宅

地等であるときは、当該額にこれらの規定に定め



までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、

当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額

）を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき額とした場合における固定資

産税額（以下「宅地等調整固定資産税額」という。

）を超える場合には、当該宅地等調整固定資産税

額とする。 

る率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした

場合における固定資産税額（以下「宅地等調整固

定資産税額」という。）を超える場合には、当該

宅地等調整固定資産税額とする。 

２～５ ［略］ ２～５ ［略］

（宅地等に対して課する令和３年度から令和５年

度までの各年度分の都市計画税の特例）

（宅地等に対して課する令和３年度から令和５年

度までの各年度分の都市計画税の特例）

第４５条 宅地等に係る令和３年度から令和５年度

までの各年度分の都市計画税の額は、当該宅地等

に係る当該年度分の都市計画税額が、当該宅地等

の当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市

計画税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年

度分の都市計画税の課税標準となるべき価格（当

該宅地等が当該年度分の都市計画税について法第

７０２条の３の規定の適用を受ける宅地等である

ときは、当該価格に同条に定める率を乗じて得た

額。以下この条において同じ。）に１００分の５

（商業地等に係る令和４年度分の都市計画税にあ

っては、１００分の２．５）を乗じて得た額を加

算した額（令和３年度分の都市計画税にあっては、

前年度分の都市計画税の課税標準額）（当該宅地

等が当該年度分の固定資産税について法第３４９

条の３（第１８項を除く。）又は附則第１５条か

ら第１５条の３までの規定の適用を受ける宅地等

であるときは、当該額にこれらの規定に定める率

を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度分

の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合

における都市計画税額（以下「宅地等調整都市計

画税額」という。）を超える場合には、当該宅地

等調整都市計画税額とする。 

第４５条 宅地等に係る令和３年度から令和５年度

までの各年度分の都市計画税の額は、当該宅地等

に係る当該年度分の都市計画税額が、当該宅地等

の当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市

計画税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年

度分の都市計画税の課税標準となるべき価格（当

該宅地等が当該年度分の都市計画税について法第

７０２条の３の規定の適用を受ける宅地等である

ときは、当該価格に同条に定める率を乗じて得た

額。以下この条において同じ。）に１００分の５

を乗じて得た額を加算した額（令和３年度分の都

市計画税にあっては、前年度分の都市計画税の課

税標準額）（当該宅地等が当該年度分の固定資産

税について法第３４９条の３（第１８項を除く。

）又は附則第１５条から第１５条の３までの規定

の適用を受ける宅地等であるときは、当該額にこ

れらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅

地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準と

なるべき額とした場合における都市計画税額（以

下「宅地等調整都市計画税額」という。）を超え

る場合には、当該宅地等調整都市計画税額とする。

２～５ ［略］ ２～５ ［略］

（さいたま市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正）

第２条 さいたま市市税条例等の一部を改正する条例（令和２年さいたま市条例第３

４号）の一部を次のように改正する。

  第２条中第４５条の改正を次のように改める。

 （法人の市民税の申告納付）  （法人の市民税の申告納付）

第４５条 市民税を申告納付する義務がある法人は、

法第３２１条の８第１項、第２項、第３１項、第

３４項及び第３５項の規定による申告書（第９項、

第１０項及び第１２項において「納税申告書」と

いう。）を、同条第１項、第２項、第３１項及び

第３５項の申告納付にあってはそれぞれこれらの

第４５条 市民税を申告納付する義務がある法人は、

法第３２１条の８第１項、第２項、第４項、第１

９項、第２２項及び第２３項の規定による申告書

（第１０項、第１１項及び第１３項において「納

税申告書」という。）を、同条第１項、第２項、

第４項、第１９項及び第２３項の申告納付にあっ



規定による納期限までに、同条第３４項の申告納

付にあっては遅滞なく市長に提出し、及びその申

告に係る税金又は同条第１項後段及び第２項後段

の規定により提出があったものとみなされる申告

書に係る税金を施行規則第２２号の４様式による

納付書により納付しなければならない。

てはそれぞれこれらの規定による納期限までに、

同条第２２項の申告納付にあっては遅滞なく市長

に提出し、及びその申告に係る税金又は同条第１

項後段及び第３項の規定により提出があったもの

とみなされる申告書に係る税金を施行規則第２２

号の４様式による納付書により納付しなければな

らない。

２ 法の施行地に本店又は主たる事務所若しくは事

業所を有する法人（以下この条において「内国法

人」という。）が、租税特別措置法第６６条の７

第４項及び第１０項の規定の適用を受ける場合に

は、法第３２１条の８第３６項及び令第４８条の

１２の２に規定するところにより、控除すべき額

を前項の規定により申告納付すべき法人税割額か

ら控除する。

２ 法の施行地に本店又は主たる事務所若しくは事

業所を有する法人（以下この条において「内国法

人」という。）が、租税特別措置法第６６条の７

第５項及び第１１項又は第６８条の９１第４項及

び第１０項の規定の適用を受ける場合には、法第

３２１条の８第２４項及び令第４８条の１２の２

に規定するところにより、控除すべき額を前項の

規定により申告納付すべき法人税割額から控除す

る。

３ 内国法人が、租税特別措置法第６６条の９の３

第３項及び第９項の規定の適用を受ける場合には、

法第３２１条の８第３７項及び令第４８条の１２

の３に規定するところにより、控除すべき額を第

１項の規定により申告納付すべき法人税割額から

控除する。

３ 内国法人が、租税特別措置法第６６条の９の３

第４項及び第１０項又は第６８条の９３の３第４

項及び第１０項の規定の適用を受ける場合には、

法第３２１条の８第２５項及び令第４８条の１２

の３に規定するところにより、控除すべき額を第

１項の規定により申告納付すべき法人税割額から

控除する。

４ 内国法人又は外国法人が、法第３２１条の８第

３８項に規定する外国の法人税等を課された場合

には、同項及び令第４８条の１３に規定するとこ

ろにより、控除すべき額を第１項の規定により申

告納付すべき法人税割額から控除する。

４ 内国法人又は外国法人が、法第３２１条の８第

２６項に規定する外国の法人税等を課された場合

には、同項及び令第４８条の１３に規定するとこ

ろにより、控除すべき額を第１項の規定により申

告納付すべき法人税割額から控除する。

５ 法第３２１条の８第３４項に規定する申告書（

同条第３３項の規定による申告書を含む。以下こ

の項において同じ。）に係る税金を納付する場合

には、当該税金に係る同条第１項、第２項又は第

３１項に規定する納期限（納期限の延長があった

ときは、その延長された納期限とする。第７項第

１号において同じ。）の翌日から納付の日までの

期間の日数に応じ、当該税額に年１４．６パーセ

ント（申告書を提出した日（同条第３５項の規定

の適用がある場合において、当該申告書がその提

出期限前に提出されたときは、当該提出期限）ま

での期間又はその期間の末日の翌日から１月を経

過する日までの期間については、年７．３パーセ

ント）の割合を乗じて計算した金額に相当する延

滞金額を加算して施行規則第２２号の４様式によ

る納付書により納付しなければならない。

５ 法第３２１条の８第２２項に規定する申告書（

同条第２１項の規定による申告書を含む。以下こ

の項において同じ。）に係る税金を納付する場合

には、当該税金に係る同条第１項、第２項、第４

項又は第１９項に規定する納期限（納期限の延長

があったときは、その延長された納期限とする。

第７項第１号において同じ。）の翌日から納付の

日までの期間の日数に応じ、当該税額に年１４.
６パーセント（申告書を提出した日（同条第２３

項の規定の適用がある場合において、当該申告書

がその提出期限前に提出されたときは、当該提出

期限）までの期間又はその期間の末日の翌日から

１月を経過する日までの期間については、年７.
３パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相

当する延滞金額を加算して施行規則第２２号の４

様式による納付書により納付しなければならない。

６ 前項の場合において、法人が法第３２１条の８

第１項、第２項又は第３１項に規定する申告書を

提出した日（当該申告書がその提出期限前に提出

された場合には、当該申告書の提出期限）の翌日

から１年を経過する日後に同条第３４項に規定す

る申告書を提出したときは、詐偽その他不正の行

為により市民税を免れた法人が法第３２１条の１

６ 前項の場合において、法人が法第３２１条の８

第１項、第２項、第４項又は第１９項に規定する

申告書を提出した日（当該申告書がその提出期限

前に提出された場合には、当該申告書の提出期限

）の翌日から１年を経過する日後に同条第２２項

に規定する申告書を提出したときは、詐偽その他

不正の行為により市民税を免れた法人が法第３２



１第１項又は第３項の規定による更正があるべき

ことを予知して当該申告書を提出した場合を除き、

当該１年を経過する日の翌日から当該申告書を提

出した日（法第３２１条の８第３５項の規定の適

用がある場合において、当該申告書がその提出期

限前に提出されたときは、当該申告書の提出期限

）までの期間は、延滞金の計算の基礎となる期間

から控除する。

１条の１１第１項又は第３項の規定による更正が

あるべきことを予知して当該申告書を提出した場

合を除き、当該１年を経過する日の翌日から当該

申告書を提出した日（法第３２１条の８第２３項

の規定の適用がある場合において、当該申告書が

その提出期限前に提出されたときは、当該申告書

の提出期限）までの期間は、延滞金の計算の基礎

となる期間から控除する。

７ 第５項の場合において、法第３２１条の８第３

４項に規定する申告書（以下この項において「修

正申告書」という。）の提出があったとき（当該

修正申告書に係る市民税について同条第１項、第

２項又は第３１項に規定する申告書（以下この項

において「当初申告書」という。）が提出されて

おり、かつ、当該当初申告書の提出により納付す

べき税額を減少させる更正（これに類するものを

含む。以下この項において「減額更正」という。

）があった後に、当該修正申告書が提出されたと

きに限る。）は、当該修正申告書の提出により納

付すべき税額（当該当初申告書に係る税額（還付

金の額に相当する税額を含む。）に達するまでの

部分に相当する税額に限る。）については、前項

の規定にかかわらず、次に掲げる期間（詐偽その

他不正の行為により市民税を免れた法人が法第３

２１条の１１第１項若しくは第３項の規定による

更正があるべきことを予知して提出した修正申告

書に係る市民税又は令第４８条の１６の２第３項

に規定する市民税にあっては、第１号に掲げる期

間に限る。）を延滞金の計算の基礎となる期間か

ら控除する。

７ 第５項の場合において、法第３２１条の８第２

２項に規定する申告書（以下この項において「修

正申告書」という。）の提出があったとき（当該

修正申告書に係る市民税について同条第１項、第

２項、第４項又は第１９項に規定する申告書（以

下この項において「当初申告書」という。）が提

出されており、かつ、当該当初申告書の提出によ

り納付すべき税額を減少させる更正（これに類す

るものを含む。以下この項において「減額更正」

という。）があった後に、当該修正申告書が提出

されたときに限る。）は、当該修正申告書の提出

により納付すべき税額（当該当初申告書に係る税

額（還付金の額に相当する税額を含む。）に達す

るまでの部分に相当する税額に限る。）について

は、前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間（

詐偽その他不正の行為により市民税を免れた法人

が法第３２１条の１１第１項若しくは第３項の規

定による更正があるべきことを予知して提出した

修正申告書に係る市民税又は令第４８条の１６の

２第３項に規定する市民税にあっては、第１号に

掲げる期間に限る。）を延滞金の計算の基礎とな

る期間から控除する。

 ［略］  ［略］

 当該減額更正の通知をした日（当該減額更正

が、更正の請求に基づくもの（法人税に係る更

正によるものを除く。）である場合又は法人税

に係る更正（法人税に係る更正の請求に基づく

ものに限る。）によるものである場合には、当

該減額更正の通知をした日の翌日から起算して

１年を経過する日）の翌日から当該修正申告書

を提出した日（法第３２１条の８第３５項の規

定の適用がある場合において、当該修正申告書

がその提出期限前に提出されたときは、当該修

正申告書の提出期限）までの期間

 当該減額更正の通知をした日（当該減額更正

が、更正の請求に基づくもの（法人税に係る更

正によるものを除く。）である場合又は法人税

に係る更正（法人税に係る更正の請求に基づく

ものに限る。）によるものである場合には、当

該減額更正の通知をした日の翌日から起算して

１年を経過する日）の翌日から当該修正申告書

を提出した日（法第３２１条の８第２３項の規

定の適用がある場合において、当該修正申告書

がその提出期限前に提出されたときは、当該修

正申告書の提出期限）までの期間

８ ［略］ ８ ［略］

９ 法人税法第８１条の２２第１項の規定により法

人税に係る申告書を提出する義務がある法人で同

法第８１条の２４第１項の規定の適用を受けてい

るものが、同条第４項の規定の適用を受ける場合

には、当該法人及び当該法人との間に連結完全支

配関係（同法第２条第１２号の７の７に規定する

連結完全支配関係をいう。第４６条第３項及び第

４８条第４項において同じ。）がある連結子法人



（同法第２条第１２号の７に規定する連結子法人

をいう。第４６条第３項及び第４８条第４項にお

いて同じ。）（連結申告法人（同法第２条第１６

号に規定する連結申告法人をいう。第４８条第４

項において同じ。）に限る。）については、同法

第８１条の２４第４項の規定の適用に係る当該申

告書に係る連結法人税額の課税標準の算定期間に

限り、当該連結法人税額に係る個別帰属法人税額

を課税標準として算定した法人税割額及びこれと

併せて納付すべき均等割額については、当該連結

法人税額について同法第８１条の２４第１項の規

定の適用がないものとみなして、第８条の規定を

適用することができる。

９ 法第３２１条の８第６２項に規定する特定法人

である内国法人は、第１項の規定により、納税申

告書により行うこととされている法人の市民税の

申告については、同項の規定にかかわらず、同条

第６２項及び施行規則に定めるところにより、納

税申告書に記載すべきものとされている事項（次

項及び第１１項において「申告書記載事項」とい

う。）を、法第７６２条第１号に規定する地方税

関係手続用電子情報処理組織を使用し、かつ、地

方税共同機構（第１１項において「機構」という。

）を経由して行う方法により市長に提供すること

により、行わなければならない。

１０ 法第３２１条の８第４２項に規定する特定法

人である内国法人は、第１項の規定により、納税

申告書により行うこととされている法人の市民税

の申告については、同項の規定にかかわらず、同

条第４２項及び施行規則に定めるところにより、

納税申告書に記載すべきものとされている事項（

次項及び第１２項において「申告書記載事項」と

いう。）を、法第７６２条第１号に規定する地方

税関係手続用電子情報処理組織を使用し、かつ、

地方税共同機構（第１２項において「機構」とい

う。）を経由して行う方法により市長に提供する

ことにより、行わなければならない。

１０ ［略］ １１ ［略］

１１ 第９項の規定により行われた同項の申告は、

申告書記載事項が法第７６２条第１号の機構の使

用に係る電子計算機（入出力装置を含む。）に備

えられたファイルへの記録がされた時に同項に規

定する市長に到達したものとみなす。

１２ 第１０項の規定により行われた同項の申告は、

申告書記載事項が法第７６２条第１号の機構の使

用に係る電子計算機（入出力装置を含む。）に備

えられたファイルへの記録がされた時に同項に規

定する市長に到達したものとみなす。

１２ 第９項の内国法人が、電気通信回線の故障、

災害その他の理由により地方税関係手続用電子情

報処理組織を使用することが困難であると認めら

れる場合で、かつ、同項の規定を適用しないで納

税申告書を提出することができると認められる場

合において、同項の規定を適用しないで納税申告

書を提出することについて市長の承認を受けたと

きは、当該市長が指定する期間内に行う同項の申

告については、前３項の規定は、適用しない。法

人税法第７５条の５第２項の申請書を同項に規定

する納税地の所轄税務署長に提出した第９項の内

国法人が、当該税務署長の承認を受け、又は当該

税務署長の却下の処分を受けていない旨を記載し

た施行規則で定める書類を、納税申告書の提出期

限の前日までに、又は納税申告書に添付して当該

提出期限までに、市長に提出した場合における当

該税務署長が指定する期間内に行う同項の申告に

ついても、同様とする。

１３ 第１０項の内国法人が、電気通信回線の故障、

災害その他の理由により地方税関係手続用電子情

報処理組織を使用することが困難であると認めら

れる場合で、かつ、同項の規定を適用しないで納

税申告書を提出することができると認められる場

合において、同項の規定を適用しないで納税申告

書を提出することについて市長の承認を受けたと

きは、当該市長が指定する期間内に行う同項の申

告については、前３項の規定は、適用しない。法

人税法第７５条の４第２項の申請書を同項に規定

する納税地の所轄税務署長に提出した第１０項の

内国法人が、当該税務署長の承認を受け、又は当

該税務署長の却下の処分を受けていない旨を記載

した施行規則で定める書類を、納税申告書の提出

期限の前日までに、又は納税申告書に添付して当

該提出期限までに、市長に提出した場合における

当該税務署長が指定する期間内に行う第１０項の

申告についても、同様とする。

１３ ［略］ １４ ［略］



１４ 第１２項の規定の適用を受けている内国法人

は、第９項の申告につき第１２項の規定の適用を

受けることをやめようとするときは、その旨その

他施行規則で定める事項を記載した届出書を市長

に提出しなければならない。

１５ 第１３項の規定の適用を受けている内国法人

は、第１０項の申告につき第１３項の規定の適用

を受けることをやめようとするときは、その旨そ

の他施行規則で定める事項を記載した届出書を市

長に提出しなければならない。

１５ 第１２項前段の規定の適用を受けている内国

法人につき、法第３２１条の８第７１項の処分又

は前項の届出書の提出があったときは、これらの

処分又は届出書の提出があった日の翌日以後の第

１２項前段の期間内に行う第９項の申告について

は、第１２項前段の規定は適用しない。ただし、

当該内国法人が、同日以後新たに同項前段の承認

を受けたときは、この限りでない。

１６ 第１３項前段の規定の適用を受けている内国

法人につき、法第３２１条の８第５１項の処分又

は前項の届出書の提出があったときは、これらの

処分又は届出書の提出があった日の翌日以後の第

１３項前段の期間内に行う第１０項の申告につい

ては、第１３項前段の規定は適用しない。ただし、

当該内国法人が、同日以後新たに同項前段の承認

を受けたときは、この限りでない。

１６ 第１２項後段の規定の適用を受けている内国

法人につき、第１４項の届出書の提出又は法人税

法第７５条の５第３項若しくは第６項の処分があ

ったときは、これらの届出書の提出又は処分があ

った日の翌日以後の第１２項後段の期間内に行う

第９項の申告については、第１２項後段の規定は

適用しない。ただし、当該内国法人が、同日以後

新たに同項後段の書類を提出したときは、この限

りでない。

１７ 第１３項後段の規定の適用を受けている内国

法人につき、第１５項の届出書の提出又は法人税

法第７５条の４第３項若しくは第６項（同法第８

１条の２４の３第２項において準用する場合を含

む。）の処分があったときは、これらの届出書の

提出又は処分があった日の翌日以後の第１３項後

段の期間内に行う第１０項の申告については、第

１３項後段の規定は適用しない。ただし、当該内

国法人が、同日以後新たに同項後段の書類を提出

したときは、この限りでない。

附 則

（施行期日）

第１条 この条例は、令和４年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、公

布の日から施行する。

（固定資産税に係る経過措置）

第２条 第１条の規定による改正後のさいたま市市税条例（以下「改正後の条例」と

いう。）の規定中固定資産税に関する部分は、令和４年度以後の年度分の固定資産

税について適用し、令和３年度分までの固定資産税については、なお従前の例によ

る。

（都市計画税に係る経過措置）

第３条 改正後の条例の規定中都市計画税に関する部分は、令和４年度以後の年度分

の都市計画税について適用し、令和３年度分までの都市計画税については、なお従

前の例による。



さいたま市条例第１９号 

   さいたま市国民健康保険税条例等の一部を改正する条例

 （さいたま市国民健康保険税条例の一部改正） 

第１条 さいたま市国民健康保険税条例（平成１４年さいたま市条例第２８号）の一

部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （課税額）  （課税額）

第３条 ［略］ 第３条 ［略］

２ 前項第１号の基礎課税額は、国保課税被保険者

（前条第１項の世帯主及びその世帯に属する国民

健康保険の被保険者並びに前条第２項の世帯主に

係る世帯に属する国民健康保険の被保険者をいう。

 以下同じ。）につき算定した所得割額及び被保険

者均等割額の合算額とする。ただし、当該合算額

が６５万円を超える場合においては、基礎課税額

は、６５万円とする。

２ 前項第１号の基礎課税額は、国保課税被保険者

（前条第１項の世帯主及びその世帯に属する国民

健康保険の被保険者並びに前条第２項の世帯主に

 係る世帯に属する国民健康保険の被保険者をいう。

 以下同じ。）につき算定した所得割額及び被保険

者均等割額の合算額とする。ただし、当該合算額

が６３万円を超える場合においては、基礎課税額

は、６３万円とする。

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、

国保課税被保険者につき算定した所得割額及び被

保険者均等割額の合算額とする。ただし、当該合

算額が２０万円を超える場合においては、後期高

齢者支援金等課税額は、２０万円とする。

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、

国保課税被保険者につき算定した所得割額及び被

保険者均等割額の合算額とする。ただし、当該合

算額が１９万円を超える場合においては、後期高

齢者支援金等課税額は、１９万円とする。

４ ［略］ ４ ［略］

 （さいたま市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 さいたま市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（令和４年さいたま市

条例第１３号）の一部を次のように改正する。

  第２１条の改正を次のように改める。

 （国民健康保険税の減額）  （国民健康保険税の減額）

第２１条 次の各号に掲げる国民健康保険税の納税

義務者に対して課する国民健康保険税の額は、第

３条第２項本文の基礎課税額から当該各号アに掲

げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が

６５万円を超える場合には、６５万円）及び同条

第２１条 次の各号に掲げる国民健康保険税の納税

義務者に対して課する国民健康保険税の額は、第

３条第２項本文の基礎課税額から当該各号アに掲

げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が

６３万円を超える場合には、６３万円）及び同条



第３項本文の後期高齢者支援金等課税額から当該

各号イに掲げる額を減額して得た額（当該減額し

て得た額が２０万円を超える場合には、２０万円

）並びに同条第４項本文の介護納付金課税額から

当該各号ウに掲げる額を減額して得た額（当該減

額して得た額が１７万円を超える場合には、１７

万円）の合算額とする。

第３項本文の後期高齢者支援金等課税額から当該

各号イに掲げる額を減額して得た額（当該減額し

て得た額が１９万円を超える場合には、１９万円

）並びに同条第４項本文の介護納付金課税額から

当該各号ウに掲げる額を減額して得た額（当該減

額して得た額が１７万円を超える場合には、１７

万円）の合算額とする。

 世帯主、当該年度の賦課期日（賦課期日後に

国民健康保険税の納付義務が発生した場合には

その発生した日。以下この項において同じ。）

現在においてその世帯に属する国民健康保険の

被保険者及び特定同一世帯所属者（国民健康保

険法第６条第８号の規定により被保険者の資格

を喪失した者（世帯主を除く。）であって、当

該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の

世帯に属するものをいう。以下同じ。）につき

算定した法第７０３条の５第１項に規定する総

所得金額及び山林所得金額の合算額が、４３万

円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健

康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のう

ち給与所得を有する者（前年中に法第７０３条

の５第１項に規定する総所得金額に係る所得税

法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項

に規定する給与所得について同条第３項に規定

する給与所得控除額の控除を受けた者（同条第

１項に規定する給与等の収入金額が５５万円を

超える者に限る。）をいう。以下この号におい

て同じ。）の数及び公的年金等に係る所得を有

する者（前年中に法第７０３条の５第１項に規

定する総所得金額に係る所得税法第３５条第３

項に規定する公的年金等に係る所得について同

条第４項に規定する公的年金等控除額の控除を

受けた者（年齢６５歳未満の者にあっては当該

公的年金等の収入金額が６０万円を超える者に

限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的

年金等の収入金額が１１０万円を超える者に限

る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）

の数の合計数（以下この条において「給与所得

者等の数」という。）が２以上の場合にあって

は、４３万円に当該給与所得者等の数から１を

減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算し

た金額）を超えない世帯に係る納税義務者

 世帯主、当該年度の賦課期日（賦課期日後に

国民健康保険税の納付義務が発生した場合には

その発生した日。以下この項において同じ。）

現在においてその世帯に属する国民健康保険の

被保険者及び特定同一世帯所属者（国民健康保

険法第６条第８号の規定により被保険者の資格

を喪失した者（世帯主を除く。）であって、当

該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の

世帯に属するものをいう。以下同じ。）につき

算定した法第７０３条の５に規定する総所得金

額及び山林所得金額の合算額が、４３万円（納

税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険

の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与

所得を有する者（前年中に法第７０３条の５に

規定する総所得金額に係る所得税法（昭和４０

年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給

与所得について同条第３項に規定する給与所得

控除額の控除を受けた者（同条第１項に規定す

る給与等の収入金額が５５万円を超える者に限

る。）をいう。以下この号において同じ。）の

数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年

中に法第７０３条の５に規定する総所得金額に

係る所得税法第３５条第３項に規定する公的年

金等に係る所得について同条第４項に規定する

公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６５

歳未満の者にあっては当該公的年金等の収入金

額が６０万円を超える者に限り、年齢６５歳以

上の者にあっては当該公的年金等の収入金額が

１１０万円を超える者に限る。）をいい、給与

所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下

この条において「給与所得者等の数」という。

）が２以上の場合にあっては、４３万円に当該

給与所得者等の数から１を減じた数に１０万円

を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない

世帯に係る納税義務者

  ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 国保

課税被保険者１人について ２１，６３０円

  ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 国保

課税被保険者１人について ２０，６５０円

  イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者

均等割額 国保課税被保険者１人について 

６，９３０円

  イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者

均等割額 国保課税被保険者１人について 

６，３７０円

  ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割額

 介護納付金課税被保険者１人について ７

，６３０円

  ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割額

 介護納付金課税被保険者１人について ７

，１４０円



 世帯主、当該年度の賦課期日現在においてそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特

定同一世帯所属者につき算定した法第７０３条

の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得

金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びに

その世帯に属する国民健康保険の被保険者及び

特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が

２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与

所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗

じて得た金額を加算した金額）に当該被保険者

の数及び特定同一世帯所属者の数の合計数に２

８万５，０００円を乗じて得た額を加算した金

額を超えない世帯に係る納税義務者（前号に該

当する者を除く。）

 世帯主、当該年度の賦課期日現在においてそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特

定同一世帯所属者につき算定した法第７０３条

の５に規定する総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世

帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同

一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上

の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者

等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて得

た金額を加算した金額）に当該被保険者の数及

び特定同一世帯所属者の数の合計数に２８万５

，０００円を乗じて得た額を加算した金額を超

えない世帯に係る納税義務者（前号に該当する

者を除く。）

  ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 国保

課税被保険者１人について １５，４５０円

  ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 国保

課税被保険者１人について １４，７５０円

  イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者

均等割額 国保課税被保険者１人について 

４，９５０円

  イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者

均等割額 国保課税被保険者１人について 

４，５５０円

  ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割額

 介護納付金課税被保険者１人について ５

，４５０円

  ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割額

 介護納付金課税被保険者１人について ５

，１００円

 世帯主、当該年度の賦課期日現在においてそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特

定同一世帯所属者につき算定した法第７０３条

の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得

金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びに

その世帯に属する国民健康保険の被保険者及び

特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が

２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与

所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗

じて得た金額を加算した金額）に当該被保険者

の数及び特定同一世帯所属者の数の合計数に５

２万円を乗じて得た額を加算した金額を超えな

い世帯に係る納税義務者（前２号に該当する者

を除く。）

 世帯主、当該年度の賦課期日現在においてそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特

定同一世帯所属者につき算定した法第７０３条

の５に規定する総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世

帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同

一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上

の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者

等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて得

た金額を加算した金額）に当該被保険者の数及

び特定同一世帯所属者の数の合計数に５２万円

を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯

に係る納税義務者（前２号に該当する者を除く。

  ）

  ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 国保

課税被保険者１人について ６，１８０円

  ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 国保

課税被保険者１人について ５，９００円

  イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者

均等割額 国保課税被保険者１人について 

１，９８０円

  イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者

均等割額 国保課税被保険者１人について 

１，８２０円

  ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割額

 介護納付金課税被保険者１人について ２

，１８０円

  ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割額

 介護納付金課税被保険者１人について ２

，０４０円

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に

６歳に達する日以後の最初の３月３１日以前であ

る被保険者（以下「未就学児」という。）がある

場合における当該納税義務者に対して課する被保

険者均等割額（当該納税義務者の世帯に属する未

就学児につき算定した被保険者均等割額（前項に



規定する金額を減額するものとした場合にあって

は、その減額後の被保険者均等割額）に限る。）

は、当該被保険者均等割額から、次の各号に掲げ

る区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を減

額して得た額とする。

 基礎課税額に係る被保険者均等割額 次に掲

げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人

について次に定める額

  ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世

帯 ４，６３５円

  イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世

帯 ７，７２５円

  ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世

帯 １２，３６０円

  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 １

５，４５０円

 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均

等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞ

れ未就学児１人について次に定める額

  ア 前項第１号イに規定する金額を減額した世

帯 １，４８５円

  イ 前項第２号イに規定する金額を減額した世

帯 ２，４７５円

  ウ 前項第３号イに規定する金額を減額した世

帯 ３，９６０円

  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 ４

，９５０円

３ 世帯主、その世帯に属する国民健康保険の被保

険者又は特定同一世帯所属者が特例対象被保険者

等である場合における第１項の規定の適用につい

ては、同項第１号中「総所得金額及び」とあるの

は「総所得金額（特例対象被保険者等の総所得金

額に給与所得が含まれている場合においては、当

該給与所得については、所得税法（昭和４０年法

律第３３号）第２８条第２項の規定によって計算

した金額の１００分の３０に相当する金額による

ものとする。次号及び第３号において同じ。）及

び」と、「所得税法（昭和４０年法律第３３号）

」とあるのは「同法」とする。

２ 世帯主、その世帯に属する国民健康保険の被保

険者又は特定同一世帯所属者が特例対象被保険者

等である場合における前項の規定の適用について

は、同項第１号中「総所得金額（」とあるのは「

総所得金額（特例対象被保険者等の総所得金額に

給与所得が含まれている場合においては、当該給

与所得については、所得税法（昭和４０年法律第

３３号）第２８条第２項の規定によって計算した

金額の１００分の３０に相当する金額によるもの

とし、」と、「所得税法（昭和４０年法律第３３

号）」とあるのは「同法」とする。

   附 則

 （施行期日）

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、公布の

日から施行する。

 （経過措置）



２ 第１条の規定による改正後のさいたま市国民健康保険税条例の規定は、令和４年

度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和３年度分までの国民健康保

険税については、なお従前の例による。


